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青森市ワ・ラッセ＋Zoom 開催 
 



第 16 回 国際 ICT利用研究学会 研究会（ご案内） 
 
下記のように第 16 回研究会を対面および Web 開催いたしますので，ご案内申し上げま

す。 

 今回はねぶたの家 ワ・ラッセ（青森）での対面会議と，Web 上での開催同時並行で進め
るハイフレックス形式にて実施します。 

本研究会の講演論文集は後日 OnLine edition: ISSN 2432-7956 として Web 上に置きま
す。 また，会員により発表された内容で，あらためて投稿された後，査読を経た論文（非
会員共著者は 1名まで）については，Transactions of the IIARS（IIARS 研究会論文誌）No.3，
もしくは Journal of IIARS（IIARS 学術研究論文誌）Vol.5 No.2 以降に掲載します。 

山下倫範（立正大学） 
日時 2024 年 8月 31日（土） 13:00－ 
会場  Zoom（会員には直接お知らせいたします。また非会員でも参加ご希望の方は 
office@iiiar.org までご連絡下さい。Zoom 情報をお知らせいたします。） 
参加費 無料 
 

プログラム 

 

13:00 開会の挨拶 木川 裕（日本大学） 

第 1セッション（13:05－14:05，座長 田中 雅章（愛知医療学院短期大学）） 

13:05－13:20 

決済手段についての若者の動向と考察 

〇岩本 岳（日本大学 法学部） 

 

13:20－13:35 

大学での体育実技における ICT の現状と課題 

〇工藤 遼汰（日本大学 法学部） 

 
13:35－13:50 

スポーツファンの獲得と若年化に向けた SNS利用の効果 

〇酒井 菜々子（日本大学 法学部） 
 
13:50－14:05 

少子化問題の改善におけるリモートワークの推進について 

〇賀代 菜月（日本大学 法学部） 
第 2セッション（14:05－15:20，座長 福田 眞規夫（太成学院大学）） 



14:05－14:20 

ICT を活用した地方コミュニティ強化 

〇椿 真里奈（日本大学 法学部） 

 

14:20－14:35 

サテライトオフィスの有用性と今後の展望 

〇図司 彩華（日本大学 法学部） 

 
14:35－14:50 

消費者の購買行動における口コミ利用の推奨 

〇細井 咲希（日本大学 法学部） 
 
14:50－15:05 

ＴＢＡ 

〇次郎丸 沢（ＯＭＥ） 
 
15:05－15:20 

医療系情報演習における BYOD 環境の課題と展望 

〇田中 雅章（愛知医療学院大学） 
 
15:20－15:25  休憩 

 

第 3セッション（15:25－16:25，座長 田中 敏幸（慶応義塾大学）） 

15:25－15:40 

ICT の活用による高齢者の衣服購入への充実化 

〇古川 愛（日本大学 法学部） 

 

15:40－15:55 

電子機器使用による学校成績への影響 

〇寺本 昂生（日本大学 法学部） 

 
15:55－16:10 

学生間における AIガバナンスの認知について 

〇孫 武（日本大学 法学部） 
 
16:10－16:25 



奇の完全数問題の捉え方について 

〇山下 倫範（立正大学） 
 

16:25 閉会の挨拶 田中 雅章（愛知医療学院大学） 



韓国の原発周辺で新たに発見した未知の活断層について 
中村 洋介（福島大学）、瀬戸真之（東日本大震災原子力災害伝承館）、田中幸哉（慶熙大学）  

 
キーワード：活断層，地質断層，原子力発電所，偏西風 

 
東日本大震災の発生以降、日本では原子力発電

所と周辺の活断層との関係が大きな社会問題にな

っている。韓国においても 4ヶ所の原子力発電所

で合計 25基の原子炉が現在も稼働中であり、その

うち 2ヶ所（14基）が朝鮮半島の南東海岸に立地

する（図 1）。チェルノブイリ原発事故や福島第一

原発事故などでは放射性物質が国境を越えて飛散

したことから、大地震などにより韓国の原子力発

電所で事故が発生した際には放射性物質が偏西風

に乗って西日本などに飛来することが十分に想定

される。 

  
 図 1  韓国南東部の活断層と原発  

 

朝鮮半島の東南部（釜山、蔚山ならびに慶尚北

道）では、梁山断層や蔚山断層など後期更新世に

も大地震の活動が繰り返し認められる活断層がい

くつか確認されている（例えば、岡田ほか，1994，

地学雑誌，103，pp111-126 など）。また、発表者

の中村が 2017 年に釜山市金井区で地形調査を行

った際に、扇状地面に明瞭な変形が認められるこ

とを発見した（場所は図 1の Aの位置）。 

 
図 2 東莱断層の変位地形の測量結果 

   （場所は図 1の A地点） 

 

この扇状地上の変形の向きは、変形が認められる

場所のすぐ北側を東流する河川の流下方向と直交

することから、河川による浸食では地形の説明が

つかない。さらに、この変形は南方の山地と低地

の境界の走向（NNE-SSW）と一致することから、こ

の扇状地上の変形は活断層が過去に地震を起こし

た活断層によって形成された変動地形である可能

性が非常に高い。 

発表者が釜山市金井区で発見した変動地形は地

質断層である東莱断層の位置とほぼ一致する（図

３aの A地点）。梁山断層は現在も活断層として活

動し、2016 年にも M5.8 の地震を発生させている

が（図 1）、1000万年前以上から地震活動を繰り返

してきた地質断層でもある。東莱断層をはじめ、

第三紀に梁山断層に付随して活動した地質断層が

複数存在するが（図 3a）、これまでの研究では東

莱断層などの地質断層は活断層ではなく第四紀後

期の活動はないとされていた（例えば、Choo and 

Chang，2000，Clays and Clay Minerals，48，pp204

–212など）。  



 

しかしながら、発表者によるこれまでの調査で、

東莱断層をはじめとする梁山断層系の地質断層の

一部は、活断層として第四紀後期にも活動してい

ることが示唆された。これまで、これらの地質断

層は第三紀のうちに活動を終えたとされ活断層で

あるかの検討はなされていなかったが、本地域に

は地質断層が形成した明瞭なリニアメントが卓越

する（図 3b）。仮にこれらの地質断層が活断層で

あり、さらに複数の断層が連動して地震を発生さ

せた場合には、これまでより想定地震の規模が大

きくなる。 

 

図 3  梁山断層系の分布(a)と地形(b)  

Kyung（2003）を一部改変 

 

 

 

 

梁山断層系の周辺には複数の原子力発電所が立

地し、直下型地震で大事故が発生した場合には日

本への影響も十分に想定される。例えば 2017年の

5月に大規模に発生した黄砂は、PM2.5などの有害

物質を伴って偏西風に乗り、九州から北海道まで

の日本の広い地域に飛来した。 

特に月城原発は最近 10 年間で放射性物質漏れ

を含む 8回の事故が発生していることから、地震

発生前の韓国の原発の地震危険度評価は東アジア

全域の原子力防災の観点からも非常に重要な喫緊

の課題であると言える。そこで本研究では、梁山

断層帯周辺の地質断層を中心として古里原発や月

城原発の周辺における未知の活断層の検出と、そ

れらの活断層を含めた梁山断層帯（蔚山断層も含

の活動性の再評価を行うことを目的して調査を行

った。 

当初は 2020 年度からの調査開始予定であった

が、新型コロナウイルス感染症によるパンデミッ

クの発生で 2022 年度から現地調査を開始した。そ

の結果、東莱断層を含む複数の地点で新たな活断

層露頭や段丘変位地形などを確認したため、当日

はその内容について報告する。 

                              

 

 



決済手段についての若者の動向と考察 

岩本 岳 

日本大学 法学部 

  

キーワード：キャッシュレス決済，現金，若者， 

 

 

1 はじめに 

現在我が国では IT 化・デジタル化が他の先進国

に比べて遅れているという指摘は日々耳にするこ

とだろう。実際に、我々を取り巻く社会ではアナ

ログな事務処理や現金の文化が未だ根強く残って

いる。（ex.紙の帳簿、フロッピーディスク、現金

払い等）この中でも特に現金払いはデジタル化の

推進、昨今の人手不足問題や高まるインバウンド

需要への対応に障害となっているといえる。近頃

都市部のコンビニエンスストア等を中心にキャッ

シュレス決済専用のセルフレジが導入され始めた

が、未だに多くの人が現金で支払う為に有人レジ

に列をなしている光景は珍しくない。コロナ禍に

よって非接触やリモートワークが推奨され、実際

にそれらが普及したように時代や需要に合わせて

人々の生活様式は変化してきた。これと同様に現

金払いが未だ根強い決済手段においても、キャッ

シュレスへの移行という変化は起こるのかという

疑問が生じる。そこで、本研究ではこれからの我

が国を担っていく若者世代はキャッシュレス決済

についてどのような意識を持っているのかを調査

することで、若者世代の決済手段への意識と利用

状況を明らかにし、考察を行う。 

 

2 研究方法 

本研究ではアンケート調査を行った。アンケー

ト調査は主に日本大学法学部に所属する学生を対

象に行った。Google フォームを用いて 2024 年 7

月 22 日から同年 8 月 22 日まで実施した。アンケ

ート調査では性別などの基本的な個人属性ならび

に、現金とキャッシュレス決済どちらを好んで利

用する割合が高いかを質問し、回答に応じてその

決済手段を好んで利用する理由を複数回答可のア

ンケート形式で調査した。また、キャッシュレス

普及率が 8 割を超える諸外国と我が国を比較し、

将来的にこれらの国々と同等の水準までキャッシ

ュレスを普及させる必要があると考えるかについ

ても質問を行った。 

有効回答数は 113 件であり、質問に対する回答

および、回答者の性別の割合は男性が 70人、女性

が 41人、その他の集計結果となり、男性が女性を

約 70%上回る数にてアンケート調査を行った。 

 

2.1 現金とキャッシュレス決済どちらを好んで利用

する割合が高いかについて 

現金を好んで利用すると回答した人は全体の

44%（50 人）、キャッシュレス決済を好んで利用

すると回答した人は全体の 56%（63 人）となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．現金とキャッシュレス決済どちらを好んで

利用する割合が高いか 

 

キャッシュレス決済を好んで利用すると回答し

た人が現金と回答した人よりもやや多い結果とな

った。 

 



2.2 現金を好んで利用する理由について 

このセクションでは、2.1において現金を好んで

利用すると回答した人（50 人）に向けて、その理

由について近いものを複数選択可能、選択肢追加

可能の形で質問した結果、以下の通りとなった。

最も多い回答は現金が必要な場面が多いからであ

った（31 人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．現金を好んで利用する理由について 

 

結果から、キャッシュレス決済のデメリット

（全ての店舗やサービスで利用できるとは限らな

いこと、初期設定や現金の方が確実であること等）

に起因する理由を嫌って、現金を好んで利用する

場合が多いよう見受けられる。 

 

2.2.1 普段どのくらい現金を持ち歩いているかにつ

いて 

2.2に続いて、現金を好んで利用する人は普段ど

のくらい現金を持ち歩いているのかを質問したと

ころ、以下の結果となった。最も多かったのは

10001 円以上であった（20 人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3．普段どのくらい現金を持ち歩いているか 

結果から、現金を好んで利用する人は普段から

持ち歩く現金が多い傾向がうかがわれた。 

 

2.2.2 どのようなサービスがあれば今後キャッシュ

レス決済を積極的に利用したいと考えるかについて 

また、どのようなサービスがあれば今後キャッ

シュレス決済を積極的に利用したいと考えるかに

ついて自由記述式で質問したところ、以下の意見

が挙がった。 

⚫ 場所によって使用できるか否かに縛られな

い 

⚫ サービスごとの連携を高める 

⚫ 国がキャッシュレスのサービスを作る 

⚫ ポイント還元率が高い 

 

結果から、現金を好んで利用すると回答した人

もキャッシュレス決済が現状よりも便利に普及し

た場合は利用を示唆する回答が見受けられた。 

 

2.3 キャッシュレスを好んで利用する理由について 

このセクションでは、2.1においてキャッシュレ

ス決済を好んで利用すると回答した人（63 人）に

向けて、その理由について近いものを複数選択可

能、選択肢追加可能の形で質問したところ、以下

の通りとなった。最も多い回答はキャッシュレス

の方が便利だと考えるからであった（60 人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4．現金を好んで利用する理由について 

 

結果から、手元に置いておく必要のある現金の

特性を嫌って、キャッシュレス決済を好んで利用

する場合が多いよう見受けられる。 

 

n=50 

n=50 



2.3.1 普段どのくらい現金を持ち歩いているかにつ

いて 

2.3に続いて、キャッシュレス決済を好んで利用

する人は普段どのくらい現金を持ち歩いているの

かを質問したところ、以下の結果となった。最も

多かったのは～3000 円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5．普段どのくらい現金を持ち歩いているか 

 

結果から、キャッシュレス決済を好んで利用す

る人は持ち歩く現金が少ないことが多く、4.2.1 の

現金を好んで利用する人と比較して、持ち歩く現

金に大きな差があることが明らかになった。 

 

2.3.2 どのようなサービスがあれば今後もキャッシ

ュレス決済を積極的に利用したいと考えるかについ

て 

また、どのようなサービスがあれば今後もキャ

ッシュレス決済を積極的に利用したいと考えるか

について自由記述式で質問した結果、以下の意見

が挙がった 

⚫ 使える店舗が増えれば便利 

⚫ ポイント還元率が高い 

⚫ キャッシュレスに対する割引サービス 

 

こちらの結果も、2.2.2 で得られた回答と類似し

たものが挙げられた。 

 

2.4 どのキャッシュレス決済を利用したことがある

かについて 

このセクションでは、現金とキャッシュレス決

済どちらを好んで利用するかを問わず、アンケー

ト回答者全員にどのキャッシュレス決済を利用し

たことがあるかについて質問（複数回答可、選択

肢の追加可）したところ、以下の結果となった。

最も多かった回答は交通系 IC（Suica,PASMO 等）

であった（110 人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6．利用したことのあるキャッシュレス決済 

 

結果から、全ての人が何かしらのキャッシュレ

ス決済を利用したことがあることが分かった。中

でも、交通系 ICやバーコード決済などのチャージ

が簡単で気軽にプリペイド式に利用できるものが

よく利用されているよう見受けられる。 

 

2.5 回答者の周囲の大人の方がよく利用している

決済手段について 

このセクションでは、若者世代とそれ以上の世

代で決済手段に差異はあるのかを明らかにするた

め、アンケート回答者の周囲の大人の方（ご家族

等）がよく利用している決済手段を（複数回答可、

把握できる範囲で可、選択肢の追加可）質問した

ところ、以下の結果になった。最も多かった回答

はクレジットカードであった（96 人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7．周囲の大人の方がよく利用している決済手段 

n=113 



結果から、現金、クレジットカードや交通系 IC

等が多く、昔からの馴染み深い決済手段が多く利

用されているように見受けられる。比較的新しい

キャッシュレス決済であるバーコード決済に注目

すると、2.4 の若者の結果と比較して、大人の世

代ではやや少ない。 

 

2.6 キャッシュレス決済が現在よりも普及するには

どのようなことをする必要と考えるかについて 

このセクションでは、キャッシュレス決済が現

在よりも普及するにはどのようなことをする必要

があるかをアンケート回答者全員に質問（複数回

答可、選択肢の追加可）したところ、以下の結果

になった。最も多かった回答は、政府や地方公共

団体の事業者へのキャッシュレス導入援助（80 人）

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8．キャッシュレス決済が現在よりも普及するにはど

のようなことがする必要か 

 

結果から、政府の援助を必要とする意見が多い

ように見受けられた。一方で、現金の廃止や政府

によるデジタル通貨発行といった意見は少なかっ

たことから、極端な施策は難しいように推察する。 

 

2.7 キャッシュレス普及率が 8 割を超える諸外国と

我が国を比較し、将来的にこれらの国々と同等の

水準までキャッシュレスを普及させる必要があると

考えるかについて 

 キャッシュレス普及率が 8 割を超える諸外国と

同等の水準までキャッシュレスを普及させる必要

があると考えるかについて、現金を好んで利用す

ると回答した人も含めて、肯定的な意見が多かっ

たことから、若者世代ではキャッシュレス決済そ

のものに抵抗感といった意識は少ないのではない

かと推察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9. キャッシュレス普及率が 8 割を超える諸外国と

我が国を比較し、将来的にこれらの国々と同等の水

準まで普及させる必要があると考えるか 

 

3 考察 

アンケート結果から、現在現金を好んで利用す

るという回答者の中にも、これからの普及やサー

ビスの改善次第ではキャッシュレス決済を好んで

利用する可能性を秘めた層がある程度潜在してい

ると考えられ、これらの層へのアプローチが今後

キャッシュレス決済を普及させていく際に重要な

課題になるのではないかと考察する。また、若者

世代ではキャッシュレス決済そのものに抵抗感と

いった意識は希薄であるよう見受けられ、キャッ

シュレス決済の普及自体には前向きな回答が多か

ったことからも、これからの世代では徐々にキャ

ッシュレス決済は普及していくのではないかと推

察する。 

 

4 おわりに 

 近頃は、街中でレンタルサイクルや貸出モバイ

ルバッテリー等の支払い方法がキャッシュレス決

済のみのサービスも多く見られ、若者を中心に

日々多くの人に利用されるようになった。これら

はサービスの特性上、現金での支払いは難しく、

キャッシュレス決済故に低コストかつ無人で 24 時

間利用することができている。 

また、これまではクレジットカードのコンタク

トレス決済（いわゆるタッチ決済）で鉄道の改札

現在、中国や韓国などの国

ではキャッシュレス決済の普

及率が8割を超えています。

日本でも経産省がキャッシ

ュレス決済の比率を 2025 年

までに 4 割程度にする目標

を掲げています。あなたは

将来日本でもこれらの国と

同等の水準までキャッシュレ

ス決済を普及させる必要が

あると考えますか？ 



機を利用することは、交通系 IC とクレジットカー

ドの決済に使用される規格が異なるためにできな

かったが、東京メトロをはじめとした鉄道会社で

はクレジットカードのコンタクトレス決済でも利

用できるように実証実験を開始するという。こう

した動きは、日本に住む我々だけでなく、海外か

らの訪日客にとっても非常に便利になる。これま

で駅職員が外国語で応対していた負担を減らすこ

とや紙の切符を削減することにも繋がり、昨今の

人手不足問題や高まるインバウンド需要に応える

ことができるのではないだろうか。 

さらに、経済産業省の報告によると、現在の現

金インフラを維持するコストは年間 2.8 兆円に上

ると推計されており、将来的に現金を廃止すると

いったことはないものの、キャッシュレス決済の

推進には大いに意義があると考えられる。 

キャッシュレス決済が現状よりも普及し、市場

規模や需要が拡大すれば、新たなサービスも生ま

れ、私たちの生活はより便利に、豊かになるので

はないだろうか。そのためにも、これからの日本

を担う若者世代を中心にキャッシュレス決済を普

及させていく必要があると考える。 
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大学での体育実技における I C T の現状と課題 
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1. はじめに 
現在、私たちの生活はキャッシュレス決済な

どをはじめとし、あらゆる場面において情報通

信技術が使用されている。それは、高等教育段階

においても同じ事が言える。政府は大学におけ

る ICT を利活用した教育の推進のために、教育

の質向上や大学の知の国内外へ発信の観点から、

多様なメディアを活用した遠隔教育や MOOC

による講義の発信等、ICT を利活用した教育 ［1］

を進めている。また、これからの時代を見据え、

求められる資質・能力を教育によっていかに培

うかを考え、ICT 活用による学びの環境の革新

と情報活用能力の育成に力を入れている ［2］。そ

のためにも、大学でのアクティブ・ラーニングの

推進など、多様な教育の提供や学習環境の向上

を図る事が重要になってくると考えられる。 

本稿は、大学における体育実技の目的と ICT

の共存に焦点を当て，コロナ禍でのオンライン

や多面による体育実技を受講した大学生からの

ICT 需要について体育実技と ICT を絡めること

の利点及び欠点を見出し、各々の良さを最大限

に発揮させていくためにはどのような活用方法

が有効的であるかを考察し，今後の展望につい

て論ずるものである。 

 
2. 大学体育の意義と現状 
2.1 大学体育の意義・目的 

大学における体育実技の目的は、「G I G A スク

ール構想」の中心的対象である小・中・高等学校

とは少し違い、⑴生涯にわたる適正な運動・スポ

ーツ活動の身体的・精神的基盤づくり、健康の保

持増進、人間・人間関係の形成及び社会性の向上

のために、運動・スポーツに必要とされる技術・

ルール・マナー・スポーツマンシップ ・安全管理

を習得し、そのプロセスを通じて、運動・スポー

ツの意義と価値を理解する、⑵生涯を通じて心

身の健康保持増進に必要な知識・技能を習得し、

それを実践できる態度を修得する、⑶社会生活

で必要とされる自己管理能力・リーダーシップ

力・コミュニケーション能力・判断力を身につけ

ること、といったことがあげられる。 

大学体育は大学設置基準改正以前では、必修４

単位であったが、改正以後はカリキュラムの編

成が自由になり選択制にする大学が増加した。

［3］その結果、改正当初は体育実技を必修とす

る大学・短大の割合は 45.8%まで低下したが、

2005 年度にはこの割合が 71.1%にまで上昇した

［4］。この背景には，大学体育がただの教養科目

というものではく、スポーツというものの価値

を再評価されたということがあるといえよう。 

2.2 大学体育が学生に与える影響 

大学はそれまでの教育現場と違い、学生の主

体性を育み、試される場でもあるため、学生自身

に委ねられるものが多い。そこで起こる学生間 

でのコミュニケーション能力の低下や友人づく

りなど人間関係に悩みを抱える学生の増加など



 

の問題が起こる。そのような問題に対して，大学

体育の目的でもあった身体面での健康の保持・

促進はもちろんのこと、社会で必要とされるコ

ミュニケーション能力や自己管理能力などの精

神面に対する大学体育の効用も再評価されたこ

とが影響していると考えられる。 

しかし、現状の大学体育ではコロナ禍の影響

もあり、オンラインでの開講や人と関わること 

がなく、映像のみで完結するものもあった。また、

対面形式であってもオンラインで開講されてい

る他の科目の影響からか、コミュニティを広げ

られずに悩んでしまう学生も多かった。 

つまり、オンライン授業の普及など、時代の変

化とともに進化を求められる教育現場であるか

らこそ、ICT を効果的に用いて、大学体育本来の

目的と学生の抱える問題解決や、培うべき力の

習得を達成するべきだと考えられる。 

 

3. アンケート調査 
大学体育における学生からの需要とオンライ

ン形式で行う上での利点及び欠点を明確にする

ため、アンケート調査を実施した。本調査は日本

大学法学部の学生 112 名を被験者とし、実施期

間は令和６年６月上旬から７月中旬である。 

3.1 対面・オンライン形式の需要 

体育の講義を対面形式とオンライン形式の二つ

のうち、どちらの形式を希望して受講したのか

について 「対面」90.2%、「オンライン」9.8%と

いう現状である。この結果は、政府が掲げる ICT

活用による学びの環境の革新とは程遠いもので

あると言える。（図１） 

また、それぞれの講義形式を選択した理由に

ついて問うたところ、対面については「体育館

で体を動かすことが楽しいから」57.4%、「体育

館で伸び伸びと動きたいから」53.5%、「人と交

流がしたいから」44.6%、「自宅だと十分なスペ

ースがないから」9.9%、「その他」13%という結

果となった。「その他」の回答で「特定のスポー

ツがしたかったから」、「他の科目との兼ね合い

で対面を選ばざるを負えなかった」と記述した

被験者が多かった。（図２） 

 
図１．大学で選択した体育の授業形式はどちらか 

 

 
図 2．対面授業を選択したのはなぜか 

 

オンライン形式については、「自宅で受けら

れるから」81.8%、「生活スケジュールや履修状

況に組み込みやすいから」72.7%、「体育館まで

の移動する時間・費用がかからないから」63.6%、

「何度も映像を繰り返し見ることができるか

ら」18.2%という現状である。（図３） 

さらに、選択した形式で受講したことの満足度

についても調査したところ、オンラインについ

ては「満足」54.5%、「やや満足」27.3%、「やや

不満足」18.2%という回答が得られ、対面につ

いては「満足」66.3%、「やや満足」32.7%、「満

足していない」1%という回答が得られた。これ
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らの結果から、どちらの形式も約４割の学生が

「満足」と感じていないため、満足度を１０割

に近づけるためにも、ICT を利活用する伸び代

があると考えられる。 

 
図 3．オンライン授業を選択したのはなぜか 

 

3.2 被験者の体育実技に関する意識 

 自らが選択した形式を受講したことによっ

て「実際に体を動かす方が良いと感じたか」と

問い、理由についても問うた。 

「はい」と答えた被験者は 93.8%、「いいえ」

と答えた被験者は 6.2%であった。「はい」と答

えた理由については、「日々のリフレッシュに

もなり運動をするきっかけになるから」68.6%、

「心身ともに健康になるから」67.6%「交友関

係が広がるから」61%「様々なスポーツを経験

できるから」29.5%といった回答が得られた。

やはり、大学体育の目的とされる心身の健康や

社交性、新たなスポーツに触れるきっかけにな

るといった効果は見られた。（図４） 

 
 図 4．授業を経て実際に体を動かす方が良いと 

感じたのはなぜか 

 

一方で、「いいえ」と答えた理由については、

「映像だけで理解するだけで良いと感じた」

57.1%、「その他」43.9%であり、「人と関わるの

が苦痛だった」、「体育館までの移動が大変であ

る」「着替えなどの授業準備が大変だった」と記

述した被験者がいた。（図５） 

 
図 5．授業を経て実際に体を動かす方が良いと

感じなかったのはなぜか 

 

さらに、スポーツを通して得られる社交性に

ついて目を向け、「実際に人と交流しながら運

動をすることに意味を感じたか」と問い、理由

についても問うた。 

「はい」と答えた被験者は、94.6%、「いいえ」

5.4%という現状である。意味を感じた理由とし

ては、コミュニケーション能力や協調性の向上

があり、即座に意見交換ができるといった回答

が多く見られた。一方で、意味を感じなかった

理由として、大勢の人に見られるのが苦手であ

り、精神的負担になるといった回答やオンライ

ンでも交流しながらスポーツをすることは可

能であるといった回答が見られた。 

これらの結果から、今後の人生に向けて、実際

に体を動かすことの意味や得られる効果は、対

面・オンラインともに両形式で学生自身が感じ

ることができているのではと考えられるが、タ

ブレットや映像を活用することで、両形式のメ
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リットを伸ばし、デメリットを改善し、更なる

効果を期待できるのではないだろうか。 

 
4. 体育実技において ICT を有効活用する

ために 
「体育実技において今後どのような活用法があ

ると良いと考えるか」を問うた。「お手本の映像

を繰り返し見る事ができる」77.7% 「自らの映像

とお手本の映像を比較する事ができる」63.4%

「出席管理として用いる」34.8% 「グループワー

クのチャット機能として用いる」16.1% 「変化を

記録する事ができる」0.9%であった。（図６） 

 
図 6．体育実技において今後どのような活用法があると

良いと考えるか 

 

そこで、重要となってくるのは、利用者のニ

ーズに応え、実技と ICT を組み合わせることに

より、オンライン形式に興味・関心を持たせる

ことだろう。結果として、多くの被験者が自ら

の映像を見て、かつ比較できることを理想とし

ているアンケート結果となった。また、団体競

技やダンスなどのグループワークにおいて自

宅などでも意見を共有することのできる環境

作りにも生かすことが重要であるとも分かっ

た。このことから、タブレット端末等のメリッ

トと実際スポーツをすることのメリットの両

方うまく掛け合わせることで、双方のデメリッ

トを補う形の授業形態が理想であると考察す

る。 

5. おわりに 
本調査により，本大学における学生の体育実

技やタブレット端末等導入対する意識や現状

と課題が明確になった。  体育実技に対する

ICT 導入は大きな可能性を秘めており、政府や

東京都が掲げるスポーツ推進化計画において

も ICT 導入が重要視されている。ICT を導入す

ることは、これまでのスポーツの幅を広げ、

様々なライフスタイルを持つ人々が複数の形

式で運動をする機会に触れる事ができ、生涯に

わたる健康続伸をも期待することが十分にで

きる。そのためにも、様々な取り組みの一つと

して、大規模な学生を対象とすることのできる

大学体育において ICT を導入することが重要

となるだろう。一方で、コロナウイルスが収束

し、対面形式が主流となっている現状において、

教職員の方々の力をお借りし、映像を駆使する

など積極的な 体育実技と ICT の連携をするこ

と。また、学生のニーズに応えるような活用法

を導入することが、より質の高い体育実技を実

現できると考える。今後は、パブリックビュー

イングのような形により、準備や移動の大変さ

や、人と関わることを苦手とする方々へのスポ

ーツに多ける ICT の利活用について引き続き

研究をしていきたいと考える。 
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スポーツファンの獲得と若年化に向けた SNS利用の効果 
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1. はじめに 

 近年の日本では、新型コロナウイルス感染症

(COVID-19)の影響でプロスポーツリーグの中止・延

期が相次ぎ、スポーツ興行が一時的に消滅するとい

う事態に直面した。[1]緊急事態宣言解除後、リーグ

は無観客で再開され、徐々に入場者数制限も緩和さ

れたものの、多くのチームの入場者数が当時の水準

には回復していない。また、観戦者の固定化や、少

子高齢化による観戦者の高齢化が進み、いかに若年

層がスタジアムに足を運び、新規ファンを獲得でき

るかが課題として挙げられる。[2] 

 一方で、SNSの普及により、SNS アカウントの運用を

通して新たなファンの獲得や、ファンとのコミュニケ

ーションを行うチームが増加している。 

そこで、若年層とスポーツチームの公式 SNS との関

わりを調査し、どのような情報を求めているのかが明

らかになれば、若年層に適した観戦へのアプローチが

でき、スポーツファンの若返りと共に、新規ファンの

獲得につながると考えられる。 

 本稿では、日本大学法学部生を対象にアンケート

調査を実施し、SNS利用状況とプロスポーツリーグ・

クラブのSNS公式アカウントとの関わり方を明らか

にすることで、若年層に適したアプローチを提案す

るものである。 

 

2. スポーツマーケティングの現状 

2.1 スポーツマーケティングとは 

 スポーツマーケティングとは、チケットやグッズ

の売り上げなどといった、収益増加を目的としたス

ポーツそのものをマーケティングする方法と、アス

リートを起用した広告宣伝やコラボレーショングッ

ズの販売など、企業の売り上げ増加を目的とするス

ポーツを活用したマーケティング方法である。[3] 

2.2 SNSの取り組み 

 スポーツそのものをマーケティングする方法の

一つとして、Instagramや Twitter、YouTubeなど

の SNS を活用し、チームや選手、試合の情報等を

積極的に発信する手法が行われている。スポーツ

チームが SNS を利用する背景には、それぞれのク

ラブが観客を獲得する手段として重要視しており、 

チームや選手の魅力を発信することでより応援し

てもらいやすくなり、ファンの獲得や、収益、認

知度の向上に繋がると考えられている。[4] 

また SNSが普及する以前は、試合の日を中心に、

テレビ、新聞、雑誌、ラジオといったマスメディ

アが情報発信の主要な手段を担っていた。しかし、

SNSの普及に伴い、企業や個人が自由にかつ、時と

場所を選ばずに必要な情報を手軽に発信ができる

ようになったことで、試合がない日であってもチ

ームに関するコンテンツが発信されるようになり、

これによりファンによる情報の拡散が促進される

可能性が期待されている。[5] 

 

3 アンケート調査 

今回、日本大学法学部生を対象に SNSの利用状

況とプロスポーツリーグ・クラブの SNS公式アカ

ウントとの関わり方を明らかにするために、アン

ケート調査を実施した。 

 

3.1 アンケート調査の実施及びその被験者 

 アンケート調査は、日本大学法学部の学生  

83 名を被験者とし,実施時期は 2024 年 7 月 29 日

から同年 8月 20日である。 

3.2 SNSの利用状況 

 SNSの利用状況についてアンケート調査を行な

った。LINE 97.6%、Instagram 90.4%、X68.7%、



Facebook 3.5%、TikTok 53%、Discord 1.2%と回

答した。LINEや Instagramは、9割以上の学生が

利用しているという現状である。 

 

 
図 1. 利用している SNSの種類 

 

 また、1 日の中で最も SNS を起動する時間をア

ンケート調査にて問うたところ、22:00〜23:59が

56.6%と有効回答数の半数以上の値を示した。次い

で 20:00〜21:59が 9.6%、18:00〜19:59が 8.4％、

残りの学生は、他の時間帯に均等に分散している

という現状である。22:00〜23:59 の時間帯が最も

多い理由として、就寝前の空き時間 SNS を起動す

るユーザーが多いことが要因であると考えられる。  

 

3.3 スポーツの観戦経験 

 スポーツ観戦（オンライン、現地どちらも）の

有無について問うたところ、ある 90.4%、ない

9.6%と回答した。9割以上の学生がスポーツの観

戦経験を有している現状がアンケートの結果から

見られる。 

 また、あると回答した学生に対して観戦場所に

ついて問うたところ、テレビ観戦 94.7%、現地観

戦 72%、オンライン観戦（DAZN）46.7%、スポー

ツバー8%、パブリックビューイング 5.3%と回答

した。9割以上の学生が、テレビ観戦を経験して

いる現状である。スポーツ観戦そのものは広く学

生ら若年層に浸透しており、観戦方法について

も、テレビなど手軽で多様な形態を主として利用

していることが、アンケートの結果から明らかに

なった。 

一方、ないと回答した学生に対して、観戦した

ことがない理由を問うたところ、スポーツに興味

がないから 37.5%、応援したい選手/チームがな

いから 75.0％、チケット代が高いから 37.5％、

人が集まるところが好きではないから、1人で行

くほどモチベーションがないから 12.5%と回答し

た。 

 
図 2. プロスポーツの主な観戦経験 

 

さらに、どのようなイベントや SNSコンテンツ

があれば観戦意欲が高まるか問うたところ、映画

やアニメとのコラボやドリンクプレゼント、スポ

ーツ選手と芸能人やアーティストとのトークショ

ーと回答した。音楽、アニメ、芸能人などの多様

なジャンルからアプローチをすることで、スポー

ツへの関心を引き出し、応援者を増加させる可能

性があると考える。 

 

3.4 スポーツの情報入手経路 

 スポーツの情報入手経路について問うたとこ

ろ、テレビ番組 46.7%、SNS 85.3%、新聞、雑誌

2.7%、スポーツアプリ 29.3%、他者から聞いた

2.6%と回答した。若者にとって SNSは、テレビ以

上の影響力があるという現状が見られる。 

 

図 3. プロスポーツの情報入手経路 

 

3.5 公式 SNS について 

 スポーツ観戦経験があると回答した学生に対し

て、国内のプロスポーツリーグ・クラブの公式ア

カウントをフォローしているか問うたところ、は

い 52.0%、いいえ 48.0%と回答した。 

 また、はいと回答した学生に理由を問うたとこ

ろ、応援しているチームだから 88.9％、試合結果



が知りたいから、選手の素の姿を見たいから各

44.4%、チームの最新情報を得たいから 38.9%、縁

のある土地のチームだから 2.8%、動画や画像が魅

力的だから 16.7%と回答した。スポーツチームの

公式 SNS をフォローする学生の主な理由は、個人

的な応援や関心が強く影響していることが明らか

となった。 

さらに、今後フォロワーを増やすためにどのよ

うな工夫をすれば良いか問うたところ、普段見ら

れない選手の様子を載せるやフォロー特典、練習

風景を載せるという回答が多く見られた。 

 

 

図 4. 公式 SNSをフォローした理由 

 

 いいえと回答した学生に理由を問うたところ、

好きなチームがない 56.4%、選手個人のアカウン

トをフォローしている 28.2%、投稿内容が魅力的

ではない 5.1%、ファンとのコミュニケーションが

乏しい 2.6%、SNS をあまり利用しない 12.8%、海

外のチームをフォローしている 2.6%と回答した。

特定のチームに対する強い関心がない学生にとっ

て、公式 SNS のフォローはあまり魅力的ではない

ことがアンケートの結果から明らかとなった。 

また、スポーツチームが運営する SNS での情報

発信にあたり、運営側がどのような工夫をすれば

学生のフォロワー数増加につながるか問うたとこ

ろ、観戦客に対するチケットプレゼント企画や見

ていて楽しいコンテンツの配信、また見たい、実

際に現地観戦に訪れたいと思わせる投稿をする、

試合中に起こった良いプレーを切り抜きハイライ

ト映像として投稿するなどといった回答が多く見

られた。 

 

図 5. 公式 SNSをフォローしていない理由 

 

4 課題と対策 

ここでは、日本大学法学部の学生における SNS

の利用状況から、プロスポーツリーグ・クラブの

公式アカウントとの関わり方に対する課題と対策

について論じていく。 

 

4.1 プロスポーツリーグ・クラブの公式アカウントと

の関わり方の現状と課題 

3.2 で示したように、LINE や Instagram は大半

の学生が利用しており、22：00〜23：59の時間帯

が最も起動されている。若年層である大学生にス

ポーツの情報を発信するためには、Instagram、 

LINE が適していることが明らかになり、また利用

者がよく SNS を起動する時間帯の少し前に投稿を

することで、多くのユーザーに情報を届けるこ

とが可能だと推測できる。  

3.3 で示したように、ほとんどの学生がスポー

ツ観戦の経験を有しており、なおかつ過半数以上

の学生が現地での観戦も経験している。一方で現

地観戦の経験がない学生は、応援したい選手/チー

ムがないことやスポーツに興味がないことが理由

として挙げられているため、スタジアムに足を運

ぶきっかけとして、多様なジャンルからのアプロ

ーチが必要である。 

しかし、3.5で示したように、スポーツの観戦経

験と公式 SNS のフォローに直接的な関係はなく、

チームに対する個人的な興味が大きく影響されて

いた。チームに興味を持ってもらうためには、SNS

で普段は見ることのできない選手の素の姿や練習

風景を載せ、フォロワーが参加できるようなイベ

ントを行うことが必要だと考えられる。 

上記のことから、大多数の学生がスポーツの観

戦経験を持つが、現地観戦や公式 SNS のフォロー



を促すには、多方面からのアプローチが必要だと

考えられる。 

 

4.2 プロスポーツリーグ・クラブ公式アカウントのフ

ォロー促進のための対策 

3.4で示したように、SNSはテレビ番組以上の影

響力を持っているため、観戦チケットと SNS フォ

ローの提示による特典提供イベントを開催すべき

である。チケットとフォロー画面を提示すること

で、会場の飲食割引券やフォロワー限定のサブス

クリプション登録といった特典を提供するイベン

トを開催する。このような取り組みにより、応援

意欲を高めると同時に、チームの SNS フォロワー

数と若年層のファンの増加が期待できると考察す

る。 

 

5. おわりに 

本研究では、若年層とスポーツチームの公式

SNS との関わりを調査した結果、どのような情報

を求めているのかを明らかにし、若年層に適した

観戦へのアプローチや、スポーツファンの若返

り、新規ファンの獲得につながることが明らかに

なった。しかし、4.2で示した対策には、フォロ

ー画面の捏造や、転売、詐欺が起こりうるため、

今後それらの課題について調査を進めていく。 

 本稿で取り上げたスポーツファンの獲得と若年

化のための施策で、スポーツ界がより良いものと

なることを切に願う。 
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少子化問題の改善におけるリモートワークの推進について 
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1．はじめに  

 日本は近年、少子化という問題を抱えて

いる。我々も生活する中で、少子化問題と

いう言葉を耳にする機会は少なくないであ

ろう。実際、1971 年〜1974 年の第 2 次ベ

ビーブーム以降、出生数については減少の

一途を辿り、1975 年に合計特殊出生率は

2.0 を割り込む 1.91 にまで低下した。低下

し続ける合計特殊出生率は 1980 年代初め

にやや回復したものの、80 年代半ばから

再び低下し続け、人口置換水準からの乖離

も大きくなっている。［1］  

 さらに今後は、この少子化に高齢化が伴

い、2060 年には現役世代と高齢者が 1 対

1 となると予測されており、これは 2040

年問題としても認識されている。［2］  

  

2．研究の目的  

少子化問題の原因としては複数の要因が絡

み合っているものであるため、一概にまと

めることは難しい。一例としては、晩婚化

の進展、婚姻数の減少、若者の結婚及び出

産に関する意識の変化、育児に対する経済

的負担の大きさ、育児政策が子育て世代に

偏っていること、育児や家事に対する女性

の負担が大きいことなど 

が挙げられる。  

  その中でも本稿においては ICT という観

点から着目した上で、取り組みやすく、実

現性のある改善策を導き出せるという理由

から、婚姻数の減少に注目し、その要因の

ひとつである子育てへの不安という点の解

決のための手段としてリモートワークを提

案する。また、今後働き、子育て世代へと

突入していく学生にアンケート調査を実施

し、リモートワークの意義や懸念点を分

析、考察することで、少子化問題の改善に

おけるリモートワークの推進のより良い在

り方を提案するものである。  

  

３．少子化問題とリモートワークの現状  

３.1 少子化問題の現状と改善に向けた国

の取り組み  

  少子化対策として、国は、法制度の創

設・改正、全国統一的な指針や基準の作

成、必要な予算の確保等、制度の枠組みと

基盤づくりを行っている。施策の実施は、

都道府県や、住民に最も身近な地方自治体

である市町村が、地域や住民のニーズに応

じながら担当し、児童手当等をはじめとし

た家庭・個人への直接給付、妊娠・出産支

援、母子保健・小児医療体制の充実、地域

の子育て支援、保育サービスの充実、放課

後対策、子育てのための住宅整備、働き方

の見直し、ワークライフバランスの促進な

ど、子育て支援施策の多くが、地方自治

体、特に市町村を中心に実施されている。

［3］  

 以上のように、国や地方自治体ともに少

子化対策を講じているが、出生率の推移な

どから、まだ不十分な策であるということ

が伺える。  



 ３.2 リモートワークの現状  

 民間企業のリモートワークは、2020 年

の新型コロナウイルス感染症の拡大後急速

に導入が進んだ。総務省実施の令和 4 年通

信利用動向調査によると、テレワークを導

入している企業は 50％を超えている。ま

た、日本のテレワーク等の利用状況を年代

別にみると、若い年代の方がテレワーク等

の利用に積極的な傾向が強い。［4］  

 また、総務省では、厚生労働省と共同

で、テレワークに関する ICT と労務管理

の双方について、ワンストップで相談でき

る窓口をテレワーク相談センターに設置

し、テレワークを導入しようとする企業等

に対し、ワンストップでの総合的な支援を

実施している。また、テレワークの導入・

実施時の ICT や労務管理に関して、テレ

ワーク相談センターにおいて相談を受け付

ける他、専門家（テレワークマネージャ

ー）による個別コンサルティングを実施し

ている。［5］しかしこれは、企業のテレワ

ーク導入に対する支援であり、導入に至る

ようにするための支援ではない。  

 以上より、リモートワークの普及はコロ

ナ禍を経て著しく進んでいるが、企業のリ

モートワーク導入率としてはまだ完璧では

ない。また、リモートワークがどの年代の

人でも積極的に利用し、全体としてリモー

トワークの利用希望者が増えることが、本

稿の目指すところであると考える。  

  

４．アンケート調査  

今回、少子化問題の改善におけるリモート

ワークの利用推進に関して、リモートワー

クに対する意識調査と現状・課題を明確に

するため、アンケート調査を実施した。ま

たアンケートにおいて、リモートワークと

メリットが類似しているという理由から、

オンライン授業に関する質問も含んでい

る。  

４.1 アンケート調査の実施及びその被験

者  

 アンケート調査は、日本大学法学部の学

生 237 名を被験者とし、実施期間は 5 月

13 日から５月 28 日である。  

  

４.2 オンライン授業の受講経験について  

 オンライン授業を今までに受講したこと

があるかという質問に対して、受講経験が

ある 93.7% 、受講経験がない 6.3%と回答

した。このように、9 割を超える学生がオ

ンライン授業を受講した経験があるという

現状である。  

 

４.3 オンライン授業に対する学生の評価  

 オンライン授業を受講したことがあると

答えた学生に対して、オンライン授業に対

してどう感じるかと問うたところ、今後も

オンラインで受講したい 83.8%、今後は対

面で授業を受講したい 11.3%、その他(オ

ンラインと対面の併用など)5.0%と回答し

た。このように、186 名と多くの学生がオ

ンライン授業を今後も受講していきたいと

示しており、オンライン授業の必要性を感

じていると考察する。その理由としては、

楽であるから、通学時間をなくせること

で、時間の余裕ができるから、時間の有効

活用ができるからという意見が多く得られ

た。  

 反対に、今後は対面で授業を受講したい

と考える理由としては、オンラインでは集

中力が続かないから、人との交流を求めて

いるからと言う意見が得られた。  

 



図 1.オンライン授業に対してどう感じてい

るか  

  

４.4 就職活動の企業選びにおける、リモ

ートワークの可否の考慮について  

 続いて、オンライン授業の受講経験を踏

まえたうえで、就職活動の企業選びをする

際に、リモートワークができるか否かとい

う点を考慮するかと言う質問に対して、考

慮するが 57.8%、考慮しないが 42.2%と回

答した。このように、半数以上の学生は、

リモートワークの可否を企業選びの際に考

慮している。  

図 2. 就職活動の企業選びをする際に、リ

モートワークの可否を考慮するか  

  

 また、考慮すると回答した学生に対して

その理由を問うたところ、出退勤の時間が

減るから、便利であるから、楽であるか

ら、ワークライフバランスが整うから、時

間の有効活用ができるから、仕事の効率化

ができるから、多様な働き方ができるか

ら、将来結婚して子供ができた時に融通が

きくからという意見が多く得られた。これ

は、オンライン授業の受講を選択する理由

と一部類似した内容である。またこのよう

な意見から、リモートワークの導入によっ

て時間に余裕が生まれ、その結果、心と体

のゆとりができ、ワークライフバランスの

整いにも繋がるものであると考えられ

る。  

 また、考慮しないと回答した学生に対し

てその理由を問うたところ、どちらでも良

いから、リモートワークの適していない職

種を目指しているから、という意見が多く

得られたとともに、リモートワークでは、

働いていると言う意識が薄れるから、コミ

ュニケーションが取りにくくなるからとい

う意見が多く得られた。これは、3.3 のア

ンケートから得られた、今後は対面で授業

を受講したいと回答する理由と同様に、集

中力の持続できる環境とコミュニケーショ

ンを円滑にとれる仕組みが整っていないこ

とが要因である意見であると考察する 。 

  

４.5 リモートワークのデメリット  

 上記のアンケート結果を前提として、改

めてリモートワークのデメリットは何であ

るかについて質問を行った。（複数選択

可）その結果、同僚とのコミュニケーショ

ンの頻度が下がるため、仕事の進みに遅れ

が生じるが 64.6%、オフィス環境でないた

め、集中力が低下するが 50.2%、人と直接

会う機会が減ることで、疎外感や孤独を感

じやすくなるが 47.7%、時間管理が難しい

が 31.6%、運動不足につながるが 26.2%と

回答した。以上の回答と 3.4 のアンケート

結果を踏まえた上で、リモートワークの導

入には、オンラインであってもコミュニケ



ーションのとりやすい環境づくり、集中力

を維持できる環境づくり、が強く求められ

ると考察する。  

  

４.6 将来の子育てへの不安  

 続いて、少子化問題の要因のひとつであ

る子育てへの不安に関する意識調査を行う

ため、将来の子育てへの不安はあるかと問

うたところ、あるが 42.6%、どちらかとい

えばあるが 32.9%、どちらかといえばない

が 11.4、ないが 13.1%と回答した。この結

果より、子育てへ何かしらの不安を抱いて

いる学生が大半である。  

図３.将来の子育てに不安はあるか  

  

４.7 リモートワークの導入による子育て

への不安の改善  

 ４.6 の質問にてある、どちらかといえば

あると回答した学生に対して、自身、また

は配偶者の勤める会社においてリモートワ

ークが推奨されることによって、子育てへ

の不安は改善できると思うかと問うたとこ

ろ、とてもそう思うが 18.9%、そう思うが

30.0%、どちらかといえばそう思うが

38.9%、どちらかといえばそう思わないが

6.1%、そう思わないが 5.0%、全くそう思

わないが 1.1%と回答した。この結果か

ら、9 割に近い学生がリモートワークによ

って、子育てへの不安の改善につながると

考えていると分かる。  

 

図 4. リモートワークによって子育てへの

不安は改善できると思うか  

 

５．課題と対策  

 ここではアンケートの結果を踏まえた上

で、少子化問題の改善のためにリモートワ

ークを導入することの意義、加えて、その

課題と対策について論じていく。  

５.1 リモートワークの意義・現状から見

る課題  

 ４.3 と４.4 で示したように、オンライン

授業やリモートワークの利用を望んでいる

学生は非常に多い。そして、リモートワー

クを利用することのメリットとしては、  

・楽である  

・時間の有効活用が可能となる  

・通学、通勤時間をなくすことができる  

・都合に合わせて融通がきく  

・時間に余裕ができ、生活の質が上がる  

などの点が考えられる。  

 一方、リモートワークを利用することの

デメリットとしては、  

・人との交流が少なくなる  

・コミュニケーションが取りにくくなる  

・集中力の持続が難しい  

・緊張感が感じられない  

などの点が考えられる。  



 以上より、オンラインを利用した働き方

はその利便性により、自分の時間を確保す

ることができ、心にゆとりを感じることが

できるということが分かる。その反面、さ

らにそれらを普及させるためには、リモー

トで行うことで生じるデメリットの解消が

求められる。  

 その改善すべき項目として、４.4 と４.5

で示した内容より、  

・オンラインであってもコミュニケーショ

ンのとりやすい環境を用意すること  

・集中力を維持できる、仕事場として適し

ている環境を確保すること  

の 2 点を最重要な項目として考える。  

 これらの点の改善を行うことで、リモー

トワークへの不安や懸念点の減少につなが

り、リモートワークの利用を希望する人が

さらに増加すると考察する。  

  

５.2 少子化問題の改善におけるリモート

ワークの推進  

 ４.7 で示したように、リモートワークの

導入によって、子育てに対する不安の一部

が解消されると考えている学生は非常に多

い。また、少子化問題の要因のひとつであ

る子育てへの不安を改善することは、少子

化問題の改善に強く関係していると考察す

る。  

 以上より、リモートワークの不安や懸念

点を解決することで、よりリモートワーク

の利用を希望する人が増え、それが子育て

への不安の改善にも繋がり、少子化問題の

改善にも結びつくという相乗効果が得られ

るのではないかと考察する。そのため、リ

モートワークの不安・懸念点を解消し、普

及させていくことが重要である。  

  

５.3 リモートワーク普及のための対策  

 リモートワークの改善すべき点として、

５.1 で示したように、  

・オンラインであってもコミュニケーショ

ンのとりやすい環境を用意すること  

・集中力を維持できる、仕事場として適し

ている環境を確保すること  

が挙げられる。  

 加えて、  

・データ漏洩を防ぐため、セキュリティの

強化  

・ネットワークの強度を保てるよう支援  

・タスク管理や進捗の確認  

などにも取り組む必要がある。  

 これらの改善すべき点に対して、企業

は、  

・従業員同士が不自由なくコミュニケーシ

ョンを取ることのできるマニュアル作り  

・従業員が集中力を切らさないようなタス

ク管理の仕組み作り  

・徹底したセキュリティ対策  

・安定したネットワーク状況の確保  

などを徹底して行っていくべきである。  

 これらの取り組みの徹底によって、全従

業員がリモートワークに不安を抱くことな

く、安定した働きができるのではないかと

考察する。  

  

６．おわりに  

 本調査により、リモートワークを利用す

ることの意義と、それを推進するにあたっ

ての課題が明確となったが、課題点に関し

ては５.3 で提示した対策を用いることで改

善が可能であると推察する。  

 それぞれの企業がこの対策を取り組むこ

とで、従業員が働きやすさを実感し、心と

時間に余裕が生じることで、少子化問題に



向き合うことができるという期待も十分に

ある。  

 一方、個々の企業で取り組むだけでは打

破できない問題が生じたり、それぞれの企

業で取り組みの進捗に差が生じたりするこ

とが考えられる。そこで、国との連携や支

援が必要となると考える。また、国は積極

的にリモートワークの拡大を掲げていくべ

きであり、それが企業の積極的なリモート

ワークの導入にも繋がると考察する。  

 本稿で取り上げた、少子化問題の改善に

向けたリモートワークの推進における施策

が、学生の抱えている子育てへの不安の改

善につながり、少しでも少子化問題の解決

に向けてより良い方向へ進んで行くことを

切に願う。  
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1 はじめに 

近年、地域社会において、今後発生が予想され

る大災害に対応するためにも、コミュニティの重

要性はますます高まっている。 

総務省によると、平成 22 年度から令和 2 年度ま

で毎年度の自治会等の加入率を世帯単位で把握し

ている 600 市区町村における自治会等の加入率の

平均の推移は、平成 22 年に 78.0%であったのが、

令和 2 年では 71.7%となっており、6.3％の低下と

なっている。600 団体のうち、加入率が増加した

団体は 14 団体（2.3%）、減少した団体は 530 団体

（88.3%）、変化なしの団体は 56 団体（9.4%）で

ある。したがって、10 年間で地方コミュニティの

希薄化は急速に進んでおり、地域社会において喫

緊の課題である。 

地方コミュニティの希薄化が問題視されている

ことにともない、誰一人取り残さないデジタル社

会の実現と定着が求められている。今後、デジタ

ル社会への定着を図るためには、デジタルへの接

触機会を増やしその価値を実感できるようにする

など、全ての人にデジタルの恩恵を受けられる機

会を与える必要がある。 

本稿では、都市部の高齢者を対象にアンケート

調査を実施することで、人と人との繋がりの希薄

化が進む都市部において、高齢者の孤立はいかに

すれば防ぐことができるのか、またより良い地域

コミュニティの実現には何が必要なのかを検証し、

高齢者が安心して暮らせる地域コミュニティとは

どんなものかについて提案する。 

 

2 地域コミュニティの実態 

2.1 阪神・淡路大震災における地域コミュニティ 

都市部に在住する高齢者の視点から、地方コミュ

ニティや、デジタル化社会の実現に関する課題を

明確にするため、調査を実施した。 

 過去に、地域コミュニティの重要性が明白化し

た出来事として、1995 年 1 月に発生した阪神・淡

路大震災があげられる。阪神・淡路大震災では、

特に高齢者・外国人などが犠牲になったとされ、

年代別では高齢者の死亡率が高く、男性は 60〜64

歳、女性 70〜74 歳の死亡数が最多であった。現存

する阪神・淡路大震災のデータで注目する点は、

要救出者 35,000人のうち約 8割の 27,000人が家族

や近隣者により救助されたという点である。この

ことから地域コミュニティは非常に大きな役割を

担っていると考察する。特に、震源直近の淡路島

の北淡町は、震度７を記録し壊滅的な被害を被り、

多くの人が倒壊家屋の下に生き埋めとなった。住

民が自発的に救助を行った結果、瓦礫の下から、

約 300 名もの人を救出し、地震発生当日の午後 5

時には、行方不明者が 0 名となった。 北淡町の住

人は日常を通じてお互いのことを熟知していた。

そのため、近隣住民で組織された消防団は，瓦礫

の下で埋もれている人の位置を正確に推定して速

やかな救助を行うことができたといわれている。 

 

3 アンケート調査の実施 

3.1 被験者と調査方法 

本調査では、富岡東地域ケアプラザの協力を得

て、60 代以上の被験者（男女 52 名）を対象に紙

媒体で質問票を配布し、回答を収集した。実施期

間は 2024年 7月中旬から 8月中旬の 1か月間であ

る。 

3.2 調査目的 

地方コミュニティは震災などの非常時に限らず

日常生活でも重要な役割を担っており、犯罪や孤

独死などは地域の人々の支え合う力によりできる

限り防いでいけるコミュニティを構築する必要が



ある。本調査では、都市部高齢者のコミュニティ

への参加が、近隣住民との関わりを強化し、それ

が犯罪や孤独死の減少につながると考え、大都市

部である東京都と神奈川県横浜市に住む高齢者に

焦点を絞り調査を実施した。 

3.3 地域コミュニティに関する高齢者の意識 

横浜市在住の利用者に対して、近隣住民と関わ

りを持つべきかどうか問うたところ、関わりを持

つべきであるとの回答は 94.2%、関わりを持つべ

きでないとの回答は 5.8%であった。したがって、

49 人と多くの利用者が近隣住民と関わることが

重要な事柄であると考えていることがわかった。 

図１．近隣住民との関わりの必要性 

 

第二に、実際に地域の人と関わりを持ちたいと

思うかという質問に対して、地域と関わりを持ち

たい 42.3%、どちらかと言うと持ちたい 48.0%、

どちらかと言うと持ちたくない 5.7%、持ちたくな

い 1.9%という回答であった。したがって、9 割以

上が関わりを持ちたいと考えていることがわかっ

た。 

図２．地域の人との関わりの必要性 

 また、関わりを持ちたくないと回答した利用者

にその理由を問うたところ、近所付き合いが苦手

という意見が多く得られた。これらの意見は、都

市部において、少子高齢化や単身世帯の増加とい

った社会構造の変化が要因なのだろう。 

3.4 高齢者のＩＣＴ活用の実態 

第三に、日常的に ICT を利用するかどうか、に

ついて調査を行った。その結果、利用する 57.1%、

ほとんど利用しない•利用しない 42.9%との回答

であった。利用するが半数以上を占める一方で、

80 代は 73.3% が日常的に ICT を活用していない

ということがわかった。特に、一軒家に住む利用

者は ICT を活用しない傾向にあった。対して、60

代•70 代の大半は日常的に ICT を活用しているこ

とがわかった。 

図３．ICTの日常での利用 

 

3.5 オンラインイベントへの参加率の向上 

続いて、デジタル社会の実現に向け、高齢者の

ICT 利用に関する実態調査を行うため、オンライ

ンイベントについてどのように考えるか問うたと

ころ、興味がある 51.9%、興味がない 42.3%、無

回答 5.8%と回答した。 

この結果より、半数以上がオンラインイベント

に興味を持っていることがわかった。一方で、大

半の利用者がオンラインよりもオフラインが良い

と回答したため、オンラインイベントの参加率向

上には、高齢者にオンラインでのイベントに参加

する意義や利点を伝えることが強く求められてい

ると考察する。 

 



図４．オンラインイベントへの興味 

 

3.6 地域イベントに関する意識調査 

最後に、地域のイベント情報を知っているかど

うか問うたところ、知っていて関心がある 69.2%、

知らないが関心はある 11.5%、知っていて関心は

ない 9.6%、知らなくて関心もない 1.9%と回答し

た。この結果 80.7%もの利用者が地域のイベント

に関心を持っていることがわかった。また、地域

のイベントについて知らない利用者が 13.4%存在

することから、地域のイベントをどのように周知

させていくかが課題である。 

図５．地域イベントへの関心 

 

4 課題と対策 

ここではアンケートの結果を踏まえた上で、地

方コミュニティのより良い在り方を提案するため

に ICT を活用することの意義、加えて、その課題

と対策について論じていく。 

4.1 地方コミュニティを強化することの意義・現

状から見る課題 

図 1 で示したように、地域の人との関わりが重

要であると感じている高齢者は 94%であった。地

域の人と交流することのメリットとしては、災害

が発生した際の共助の意識が増大すること、高齢

者の独居化が進む都市部において、高齢者の孤独

死を防ぐ効果があることなどがあげられる。実際

に、地域のイベントに参加したことがある高齢者

は 80.8%に上り、大半の人が地方コミュニティで

の関わりを重要と感じており、積極的に地域コミ

ュニティへ参加していることがわかった。一方で、

地域の人と関わりたくないと感じている高齢者が

いることも事実である。本調査では 8.6%の高齢者

が関わりを持ちたくないと感じていた。 

しかし、オンラインイベントに関心があるか問

うた際に、関心があると回答した高齢者は全体を

通して 51.9%、大半がオフラインのイベントの方

が好ましいと回答した一方、地域の人と関わりた

くないと回答した高齢者の 75%がオンラインイベ

ントに関心があり、オンラインイベントの方がよ

り好ましいと回答した。したがって、人付き合い

が苦手でオフラインのイベントの場合、行かない

選択をする高齢者、予定や疾患があり会場での参

加が困難な高齢者について、地方コミュニティへ

の参入における大きな可能性を秘めていると考察

する。 

また、関心がないと回答した主な理由について、

デジタル機器の取り扱い方が分からないという意

見が得られた。 

したがって、横浜市に在住する高齢者は既に地

方コミュニティへの参加意識が高いため、デジタ

ル化への意識改善に取り組むべきである。具体的

には、改善すべき項目として図 4、図 5 で示した

内容により、オンラインイベントの良さが分から

ない、デジタル機器の取り扱い方が分からないと

言う 2 点を最重要な項目として考える。同時に、

地域の人と関わりを持ちたくないと感じている高

齢者については、オンラインイベントを通して、

地方コミュニティへの参入を促す狙いがある。こ

れらの点について改善を行うことで、高齢者のデ

ジタル機器への不安を解消、地域コミュニティへ

の関心の向上につながり、ICT を活用して地域コ

ミュニティへの参加を希望する都市部の高齢者が

さらに増加すると考察する。 



4.2 ICTを活用した地方コミュニティの活性化 

本調査を通して、都市部の高齢者への ICT を活

用した地方コミュニティの活性化方法はオンライ

ンイベントの実施が効果的であるとわかった。オ

ンラインで実施することで、デジタルへの接触機

会を増やし、デジタル化への不安を解消していく

べきである。具体的には、お互いの顔を見ること

ができるため主に zoom などのアプリケーション

を利用することが好ましい。 

関心があるイベントについて質問した際に、オ

ンラインで開催可能なイベント内容について、手

芸教室や麻雀教室などに関心があると言う意見が

多く、趣味に関するイベントを行うことが適切で

ある。このように、同じ趣味を持つ高齢者同士が

つながりを作り、オンライン上だけでなくオフラ

インでも地域コミュニティの強化することが可能

であると考察する。そういった上で、関心がある

イベントで 52 票中 16 票を得た祭りなど、オフラ

インのイベントに取り組むことで、より良いコミ

ュニティの在り方の実現につながると考えられる。 

以上により、定期的に趣味に関するイベントを

自治体が実施することで ICT への抵抗をなくし、

ICT 活用した地域コミュニティの強化につながる

と考察する。 

 

5 おわりに 

本研究は ICTを活用した地方コミュニティに対

する都市部在住の高齢者の意識調査を行い、ICT

を用いた地方コミュニティの活性化方法を示す目

的で行なった。高齢者は、地方コミュニティが重

要であると考える一方、実際に地域の人と関わる

と言う点で抵抗があることが調査から明らかにな

った。結果から、ICT を用いた地方コミュニティ

の活性化方法は、オンラインイベントの実施が最

適であり、趣味に関連するオンラインイベントを

始めとする ICTの活用がコミュニティの活性化に

繋がると結論づける。 
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1 はじめに 

近年、働き方改革や DX が進む中で、働く場が多

様化している。新型コロナウイルス感染症の世界的

流行をきっかけにテレワークを導入する企業も多く、

オフィスの在り方自体が見直されている。中でも、

オフィスの費用削減に大きく貢献するサテライトオ

フィスは、新しい職場環境の選択肢の一つとして大

きな注目を集めている。今後はより多くの企業がサ

テライトオフィスを利用すると考えられている。 

しかし、サテライトオフィスの考え方は、一元化

できるものではなく、業種や従業員の住環境や企業

カルチャーなど考えるべきポイントは多数存在する。 

本稿では、テレワークの現状を明らかにし、学生

を対象としたアンケート調査を実施し、サテライト

オフィスのより良い在り方を提案するものである。

学生は将来の企業を担う重要な存在であり、今後の

企業の形成に大きな影響を与えると考えられる。 

 

2 現状分析 

2.1 テレワークとは 

（社）日本テレワーク協会によると、テレワーク

とは、「情報通信技術(ICT)を活用した、場所や時間

にとらわれない柔軟な働き方」と定義されている。 

テレワークの「テレ」は「遠く、離れて」という意

味で、テレワークとは「（従来の固定的なオフィス

から）遠く、離れて働く」ということを意味する。

テレワークという働き方を実施する人をテレワーカ

ーと呼ぶ。 

また、テレワークは「tele=遠隔」で「work=働

く」という意味なので、農業、医療、建設業、製造

業、教育など、テクノロジーを活用して現場業務を

遠隔から遂行することもそれに含まれる。 

テレワークには、自宅にて業務を行う在宅勤務、

顧客先や移動中に業務を行うモバイルワーク、勤務

先以外のサテライトオフィスなどにて業務を行う施

設利用型勤務の 3 つの種類が定義されている。 

テレワーク導入のメリット、デメリットは数多く

存在する。経営者側の主なメリットとしてオフィス

コスト削減、優秀な人材の確保、企業イメージの向

上、災害時の事業継続性などが挙げられる。一方デ

メリットとして時間管理が緩むことや長時間労働に

なりやすいこと、勤怠管理や人事評価が難しくなる

などの問題点が挙げられる。 

 一方で従業員側のメリットとしてワークライフバ

ランスの向上、仕事と育児や介護の両立、通勤にか

かる負担の軽減などが挙げられる。また、デメリッ

トとして社外で端末を活用し業務を行うために情報

漏洩等のセキュリティリスクが高まることなどが挙

げられる。さらに社員同士の情報共有などコミュニ

ケーションが減少することなど数字に表れない部分

のデメリットも確かに存在することが考えられる。 

2.2 サテライトオフィスとは 

本社以外の場所に設置されたオフィスのことであ

り、本社を中心にして、衛星（サテライト）のよう

に周囲に位置するオフィスという意味がある。 

サテライトオフィスには自社専用と他社共用の 2

種類がある。 

自社専用のメリットは社内 LAN が利用できるた

め、セキュリティ面での心配が少なく、社内の従業

員同士で情報共有できる点などが挙げられる。 

デメリットとしてはサテライトオフィスの特性上、

上司や同僚と対面する機会が減るためコミュニケー

ションが不足してしまう可能性が高まることや、連

絡事項の伝達がスムーズにいかなくなったりするこ



となどが挙げられる。 

他社共用のメリットとしては起業家や個人事業主

などが貸主と契約する形式を採っているので、個人

のニーズに合わせて場所を見つけることができ、気

軽に利用できる環境を構築することができる点など

が挙げられる。 

一方デメリットとしてはセキュリティやプライバ

シーの確保により深い注意が求められることなどが

考えられる。 

また、支社とサテライトオフィスには異なる点が

ある。 

支社は規模が大きく、全般の業務を行なうための

備品整備がある。一方で、サテライトオフィスは規

模が小さく、必要最低限の業務を行うための備品整

備がある。 

このように、規模と利用目的に違いがあり、本社

や支社以外でも行える業務を対象とした小規模なオ

フィスがサテライトオフィスである。 

2.3 政府の取り組み 

総務省は 2013年、「世界最先端 IT国家創造宣言｣

を発表した。この宣言は、情報通信技術（ICT）の

活用を通じて、日本を世界最先端の IT 国家とする

ためのものである。具体的な目標には、テレワーク

の推進、IT インフラの整備、教育とトレーニング

の充実、そして法制度の整備などが含まれている。 

ここでは、テレワークの推進の点に絞り述べてい

く。テレワークの推進への施策として、テレワーク

導入企業に対する補助金や税制優遇措置を提供する

ことにより、初期コストの負担軽減を図っている。

また、 テレワークに必要な高速インターネットな

どのインフラやセキュリティ対策の支援を強化する

ことにより、どこでも安定した通信環境において都

市部だけでなく地方でもテレワークが可能となって

いる。そして、「週 1 回以上終日在宅で就業する雇

用型在宅型テレワーカーを全労働者の 10％以上と

する」という数値目標を設定し、柔軟な働き方を目

指している。 

加えて、テレワークの推進に向けては、サテライ

トオフィスの整備が有効である。住環境からアクセ

スのよい場所にある小規模なスペースの活用は社会

的にも大きな意義がある。 

 

3 アンケート調査 

今回、学ぶ場と働く場の選択には密接な関連性が

あると考えた。また、オンライン授業の現状を明確

にし、数値として示すため、日本大学法学部の学生

123 人を対象とし、アンケート調査を実施した。ま

た、実施時期は 2024 年の 6 月 17 日から 6 月 30 日

である。 

アンケート調査にて自宅以外でオンライン授業を

受けたことはあるか問うたところ、81 人が「ある」

と回答し、42人が「ない」と回答した。 

結果から、コロナウイルスの影響でオンライン授

業が広まったことで、大半の学生はオンライン授業

になじみがあり、受講経験があると考えられる。 

 

図 1．自宅以外でのオンライン授業の受講経験 

 

また、オンライン授業を受講した場所はどこか問

うたところ、「図書館」が 38人、「学校」が 18人、

「カフェ」が 15 人という結果が得られた。 

図書館や学校に次いでカフェを選ぶ人が多かった。 

 

図２.．オンライン授業を受講した場所 

 

また、受講した場所を選んだ理由を問うたとこ

ろ、38 人が「集中できる環境だから」と回答し、

21 人が「長時間利用できるから」、13人が「アク

セスが良いから」と回答した。 

n=123 

n=81 

 



 

図 3．.受講した場所を選んだ理由  

 

今回、理想の働き方について、自由記述で回答を

収集した。その回答のキーワードを分析した結果、

全体的に「定時退勤」など、現実的な働き方を好む

傾向がみられた。特にカフェを選ぶ人は「在宅勤務

可能」「フレックスタイム制」など、柔軟な働き方

やリモートワークを好む傾向がみられた。 

4 課題への対策 

この傾向の分析のために、スターバックスに代表

されるサードプレイス戦略に着目した。サテライト

オフィス普及のための課題と対策について論じてい

く。 

4.1 サードプレイスとは 

サードプレイス（第三の場所）とは、自宅、学校、

職場とは別に存在する、居心地のいい居場所のこと。

ストレスの多い現代社会において、ストレスから解

放され憩うことのできる場所の重要性をアメリカの

都市社会学者レイ・オルデンバーグが説き、注目さ

れるようになった。 

サードプレイスが注目された背景としては、1989

年、オルデンバーグが著書「ザ・グレート・グッ

ド・プレイス（The Great Good Place）」の中で提

唱し注目され始めた、サードプレイス。その背景に

は、アメリカが自動車依存型の社会であり、人々が

家庭（第一の場所）と職場（第二の場所）を往復す

る生活に追われてしまっていたことが挙げられる。 

オルデンバーグは、ヨーロッパではパブやカフェ

が、飲食目的のみではなく人々が自由に交流する場

として重要な役割を果たしていることに着目した。

加えて、1980 年代当時、ヨーロッパではスローフ

ード運動が展開されており、スローフードやスロー

ライフの価値が見直され始めていたことも背景にあ

る。 

日々の生活における様々なプレイス第一の場所

（ファーストプレイス）生活の基本となる自宅を指

す。就寝、食事、入浴など、人間としての生命や健

康を維持するために必要な場所であり、家族が共に

生活をする場所でもある。家族に対する義務や責任

も存在する。 

第二の場所（セカンドプレイス）：職場や学校な

ど、自宅以外に普段自分が長い時間を過ごす場所だ。

経済活動や学習など、生活の糧を得るために欠かせ

ない場所である。仕事、学業や同僚への責務が存在

する。 

第三の場所（サードプレイス）：義務や必要性に

縛られるのではなく、自らの心に従い、進んで向か

う場所。趣味や息抜きなど心安らぐ場所だ。オルデ

ンバーグは、サードプレイスの定義として８つの条

件を挙げている。 

「中立性のある・すべての人に平等・会話が重視

される・アクセスしやすい・常連のいる・目立たな

い・遊び心がある・第二の家となる」サードプレイ

スの効果サードプレイスがあることで、以下のよう

な効果があると言われている。 

・自分らしさを体現でき、ストレスや精神的不安が

軽減され、生活に潤いを与える 

・共通の関心を持つ仲間に囲まれ、心を通わせるこ

とで、疎外感や孤独感を覚えにくくなる 

・新しい価値観や人とのつながりを得ることができ

る 

・市民活動が活発になり、文化や心の豊かさが生ま

れる 

4.2 考察 

前提として、サテライトオフィスで仕事をしてい

る以上、完全に責務から解放されるとは言えないか

もしれないが、自ら選んでその場所に行くことに意

義があると考える。 

日々の生活で、義務や責務から完全に解放される

のはなかなか難しい。テクノロジーの発達により、

場所や時間を問わず仕事や学業に専念できるように

なった。一方で、リモートワークが進むことで家庭

と仕事場が一体化し、責務から解放される時間や場

所を見つけにくくなってしまっているとも言える。



以上を踏まえると、リモートワークを好む人がカフ

ェを選択するのは、責務から解放される場所を見つ

けたいという理由から、サードプレイスを求めてい

るからなのではないか。そこで、サテライトオフィ

スにもサードプレイス的要素を取り入れることで、

サテライトオフィスを普及することができると考察

する。 

4.3 提案 

サードプレイスの条件として、会話が重視される

ことが挙げられる。静かすぎずに適度な BGM や雑

音があることで、会話しやすい環境となる。このよ

うに、サードプレイス的要素のサテライトオフィス

を広めるべきである。 

 

5 おわりに 

生活のためだけでなく自分らしくいられるサード

プレイスは、人々の健康と市民社会にとって、重要

な場所であるといえる。そのようなサードプレイス

の選択肢として、サテライトオフィスの普及は良い

効果をもたらす。 

本調査により、テレワークの現状とサテライトオ

フィスの課題が明確となったが、課題点に関しては

5.3 の提案を用いることで解決は可能であると考察

する。 
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１. はじめに 
近年インターネットの普及率が高まり、スマート

フォンやパソコン、タブレットなど様々な媒体で情

報の入手が簡単にできる時代となった。インターネ

ット利用率はコロナ禍で過去最高の 89.8%に上り、

ここ数年間の普及率も 80％を上回る結果となって

いる。[１] 情報社会となった現代において様々な

事柄とICTの結びつきは強くなっている。多くの情

報の発信源であるSNSを見ていると、その情報を見

て購買行動に移そうとしている方が見られる。この

ように購買行動をおいての口コミ利用は今後もより

一層重要性が増していくと考察する。 

本稿においての口コミの定義は、SNS での紹介文

も含めた商品やイベントに関する感想の投稿も含め

る意味合いとする。 
 はじめに述べたように情報取得の重要性、そして

インターネットの普及率や利用率は今後も上昇して

いくことが見込まれる。そして今後の時代に沿った

口コミ利用もさらに進むであろう。しかし口コミの

さらなる推奨に伴う、現代の情報社会においての懸

念点を解消することが求められるため、この研究で

はその改善案を示すことを目的とする。 

 

２. 現状 
はじめにインターネット普及率の高さを述べたが、

その中でも趣味や娯楽に関する情報を得る手段とし

ては 10 代から 30 代の 80％以上、40 代の 76.7％、

50 代の 62.7％がインターネットからでありテレビ

での情報取得は10代から30代までが10％前後と少

なかった。また、60代はインターネットを通しての

情報取得の割合は 39％、そして 32.3％がテレビか

らの情報取得をしている[２]。このように情報取得

の媒体においてインターネットが占める割合が大き

いことがわかる。それに伴ってショッピングの面で

も変化が出てきているだろう。総務省におけるイン

ターネットショッピングサイトを対象としたアンケ

ートでは、20 代から 60 代までの全年代において口

コミやレビューを参考にする人の割合は6割を超え

[３]、購買行動においての口コミの利用率が高いこ

とがうかがえる。このことから口コミの利用が進ん

でいることは明らかである。しかしながら、近年で

はステルスマーケティングなどお店側にとって有利

な虚偽や誇張した情報を流し顧客の獲得を試みる行

為が見られている。 

 

３. 研究方法 
アンケート調査は大学生を対象に2024年 7月 22

日から8月 20日にかけてオンラインで行った。本

調査では、購買行動において事前に購入予定の物の

情報の取得の有無、インターネット上の情報に行動

が左右されるか、情報をきっかけとして購入行動を

起こすかなどを調査した。有効回答数は89件であ

り、事前に情報収集を行う理由についての問いは複

数回答を可能とした。その他、普段購買行動を起こ

す際にきっかけとなるSNSを３位まで順位付しても

らった。 

質問に対する回答者の性別の割合は、男性が

47.2％、女性が48.3％、その他未回答者のアンケ

ートであり、男女ほぼ同数にアンケート調査を行っ

た。 

 普段何かを購入する際に事前に口コミによる情報

収集をするかについての調査をした。 

 

 
図１．事前に情報収集をするか  

 

83.1％が情報収集をすると回答し、16.9％が情報収

集を全くしないと回答した。8割以上が何かを購入



をする際に事前に情報収集をしていることが示さ

れ、情報社会の発展が大きくみられる。その中で、

口コミを利用すると回答した者に、実際に購入・体

験する際に口コミによる情報収集をする頻度を調査

した。 

 

 
図２. 購入・体験時の情報収集をする頻度 

 

その結果、毎回すると回答した者が37.8％、と

きどきすると回答した者が55.4％、まれにすると

回答した者が6.8％という結果であった。口コミを

利用するものの、ときどきすると回答した者が半分

を占めたことから、ファッションや映画などのジャ

ンルの違いでの利用の有無の違いがあると考えられ

る。 

 次に事前に情報収集を行う理由についての調査を

行った。 

 

 
図３．事前に情報収集を行う理由 

 

失敗したくないからが最も多く 62 件、次いで安

心安全の商品であるかを確かめるためが 30 件、一

番安く商品を購入できるサイトを比較するためが

27件と高い値を示しており、購買行動における慎重

さが見られた。 

次に購入を検討している商品の十分な情報（口コ

ミ等）がなかった場合や、評価が悪かった場合にど

うするか調査を行った。 

 

 
図４.情報（口コミ等）がなかった場合や、評価が悪かっ

た場合にどうするか 

 

他の商品や他のサイトを探すと回答した者が５４

件、購入を断念すると回答した者が１８件、気にせ

ず購入すると回答した者が２件という結果であった。

このことから口コミを重要視している者が多いとい

うことが明らかとなった。 

次に口コミを利用してよかった点について調査し

た。 

 

 
図５．口コミを利用してよかった点 

 

調査の結果、55件が評価を知ることができるので

よりよい選択ができたと回答し、39件が信頼できる

かどうかの判断ができたと回答した。また、24件が

より詳しく商品の大きさや質感などを知ることがで

きて参考になったと回答した。このことから、先の

アンケートで明らかになった口コミを利用する大き

な理由であった失敗したくないという点で、口コミ

のメリットが出てきたと考えられる。 

また、SNS 内の広告を含む投稿がきっかけで何か

を購入・体験するに至ったことはあるかの調査を行

った。結果は全体の90.5%がはいと回答し、9.5％が

いいえと回答した。また、普段口コミを利用しない

と回答した 15 名に対しても同様のアンケートをと

り、その結果、93.3％がはいと回答した。このこと

からSNSを通して物事に興味を持つ人が非常に多い

ことがわかる。 



次にSNSに流れてくる口コミに影響を受けること

が多いと感じるか調査したところ、70.3％がはいと

回答し、29.7％がいいえと回答した。このアンケー

トも同様に普段口コミを利用しないと回答した者

15名に対しても調査したところ、80％がいいえと回

答し、20％がはいと回答した。ここで普段口コミを

利用する者としない者とで口コミに対する意識の違

いがあった。 

 

４. 問題点 
普段口コミを利用しない者に事前の情報収集をし

ない理由の調査をしたところ、80％が気にせず好き

なものを買いたいからと回答し、13.3％が口コミは

信用できないからと回答した。またその他にも、基

本自分で見て買うことが多く、自分がいいと思った

ものを買っているからという回答が得られた。 

 

 
図６．事前の情報収集をしない理由は何か 

 

また、口コミのデメリットを調査したところ、46

件が情報が誇張されていたと回答し、34件が口コミ

に嘘は書かれていなかったが思っていたものと違っ

たと回答した。また、16件が情報が嘘だったと回答

した。情報を得るために口コミを利用するにもかか

わらず、その情報が有益になるか、不利益になるか

はわからない。情報の信憑性が課題である。 

 

 
図７．口コミのデメリット 

５. 調査の結果と考察 
以上の結果から、消費者の購買行動において口コ

ミの重要性が明らかになったと共に、情報の信憑性

の課題も出てきた。インターネットの普及に伴って

いつでもどこでも様々な情報に触れられるようにな

ったことで、購買行動において慎重な態度が見られ

る。アンケートの中でも、「ステルスマーケティング

が最近は多いので、もっと厳格に取り締まって欲し

い」や、「ソースや身分が明かされていない口コミを

信じ込むのはよくないことだと思っている」などの

意見もあった。口コミなどにおけるより正確な情報

があれば購買意欲につながると考察する。また、口

コミの情報の有無や数でその商品の信憑性の違いも

出てくると考察する。 

 

６. 解決策 
口コミの信憑性に対する解決策として、各サイト

で口コミを書く場合、色味はどうだったか、着丈は

どうだったかなどの項目で商品の細かい情報を入力

する所があることでより多くの情報が得られ、細か

く情報が入力されていることで情報の信憑性も少し

上がると考察する。また、アンケート結果から、失

敗をしないために、そして安心安全な商品であるか

確かめるために口コミを利用している者が多いため、

いい点だけでなく、悪い点にも触れて口コミを書い

ていくべきであると考察する。 

 また、現在では、メディアリテラシーの学校教育

も進んでいる。[４]口コミは、投稿を保持している

側が気を付けるだけでなく、口コミを見る側のメデ

ィアリテラシーも大事である。そのため、学校教育

において、スマートフォンやSNSの使い方とともに

情報への批判力も培わせていけば、今後、スマート

フォンを活用する年代になる時に活かされていくと

考察する。 

 

７. おわりに 

本稿では、インターネットの普及率の上昇に伴っ

た情報の重要性を明らかにし、消費者の購買行動に

おいて、口コミの推奨をしていくべきだと考察した。

しかし、口コミの利用率が上昇されるためには、口

コミの信憑性を高めるべきという課題が見られ、解

決策として、口コミを書く側がより詳細な内容をか

き込むことができるフォーマットをサイト側が提示

すること、また口コミを利用する側も義務教育に情

報リテラシーの授業を入れ込み、リテラシーを高め

ていくべきであると提案した。信頼できる情報を収

集し、多くの人が口コミを利用して購買行動に移し



ていくことを切に願う。 
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1 はじめに 

2021年 7月に北海道・北東北の縄文遺跡群（以

下、本遺跡群と表記）は世界文化遺産として

UNESCOに登録された [1]。筆者は 2024年 7月に

複数の縄文遺跡群を訪問したが、その際に縄文時

代の中期から後期にかけて人口が減少しているも

のの、その理由が未だ解明されていないことを知

った。そこで、本稿では人口減少の理由を探るこ

とを目的とする。 

 

2 縄文時代の諸様相 

2.1 狩猟採集民の定住生活 

本遺跡群は、先史時代の人々の農耕社会以前の

生活の在り方と複雑な精神性を示しており、紀元

前 13,000年から紀元前 400年の間という 1万年を

超える期間の中で縄文人がどのように生活を発展

させていったかが分かる [2]。1950年代～60年代

では定住は農耕の開始と深いかかわりがあると考

えられてきたが [3]、本遺跡群はその認識が誤り

であったことを立証するものであり、本遺跡群以

外でも狩猟採集民の定住化を推測される遺跡が世

界各地で発掘されている [3]。 

2.2 祭祀・儀礼の存在 

本遺跡群の中にある大湯環状列石・伊勢堂岱遺

跡や是川石器時代遺跡などを見ると、祭祀や儀礼

に関するイベントを行っていたことが分かる。例

えば、大湯環状列石には直径 52mの万座、同 44m

の野中堂という２つの環状列石があるが、この２

つの環状列石の中心を結んだ線上に日時計型組石

があり、その方向は夏至の日没方向と重なってい

ることからも、何らかの祭祀もしくは儀礼に使用

していたことが推測される [4]。 

 

3 縄文時代の人口減少に関する既存の説 

縄文時代を考える上で人口から考察をすること

は縄文時代研究の本質ともいえる [5]。表 1 にこ

れまでに発掘された遺跡から推定された縄文時代

および弥生時代の推定人口分布を示す [6]。平均

年代は C14 年代データを使用し、1974年から平均

何年前であるかを示している [6]。また、DNA か

ら推定した人口でも、14500年前に人口が増加し、

3,000年前に大幅に減少し、2,000 年前に大幅に増

加したと推定している [7]。これらの先行研究か

ら少なくとも縄文時代の後半に人口減少があった

可能性は高いと思われるが、人口減少について複

数の説がある。ここではそれらを紹介するととも

に、それらの説への批判を行う。 

 

表 1: 縄文時代および弥生時代の推定人口分布 [6] 

弥生時代

平均年代 -11837.5 -8130 -5157.8 -3328.8 -2915.6 -1846.7

早期 前期 中期 後期 晩期

東北 2,000 19,200 46,700 43,800 39,500 33,800

関東 9,700 42,800 95,400 51,600 7,700 100,100

北陸 400 4,200 24,600 15,700 5,100 21,000

中部 3,000 25,300 71,900 22,000 6,000 85,100

東海 2,200 5,000 13,200 7,600 6,600 55,900

近畿 300 1,700 2,800 4,400 2,100 109,400

中国 400 1,300 1,200 2,400 2,000 59,400

四国 200 400 200 2,700 500 30,500

九州 1,900 5,600 5,300 10,100 6,300 106,300

合計 20,100 105,500 261,300 160,300 75,800 601,500

縄文時代

 

 

3.1 気候変動が人口減少の要因であったか？ 

縄文後期から晩期にかけての寒冷な気候が縄文

人にとって深刻な食糧不足を招いた可能性を指摘

時期 
地域 



している [7]。しかし、関東より寒冷になる東北の

ほうが人口の減少割合が少ないことが表 1 から

明らかである。これは少なくとも東北の縄文人が

木の実などによる植物性食料への依存が高かった

ことが推定されており [8]、気温によって植物の

選定を変更することで対応していたために東北の

人口減少割合が少なかったのではないかと思われ

る。 

 

3.2 ウイルスによる継続的な人口減少があった

か？ 

東北地方の一部では気候が寒くなったのに遺跡

が増えている事例があるため、気候が原因ではな

いウイルスによる人口減の説を提唱している研究

者もいる [9]。 

しかし、この説には明確な物証が無い。また、

縄文土器を用いての加熱処理、とくに煮沸には消

毒という効果もあるため、食中毒の予防は一定程

度されていたと思われる [10]。さらに、一定数の

人間が罹患すれば集団免疫が達成されるため、

1000 年以上にわたって継続的にウイルスの影響

があったと考えることは現実的では無いと思われ

る。 

 

4 考察 

ここまで縄文時代の人口について過去の議論と

その批判について述べたが、どの案も縄文時代中

期から晩期にかけての人口減少を十分に説明でき

るものでは無かった。それでは、どのような理論

を用いて考えていけばよいのかについて、研究会

当日の発表の場で述べることとする。 
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1 はじめに 

本校ではコロナ禍になるまで、情報処理演習室のノートパ

ソコンを使用した情報リテラシー演習が行われていた。しか

し、非常事態宣言や蔓延防止の発令で、通常の対面授業が

不可能となり、オンライン授業に切り替わった。従って、学生

が所有するパソコンを使うことになり、コロナ規制が解除され

ても学生のパソコンで情報処理演習を継続している。大学

におけるBYOD方式の導入は、全ての普通教室でPCが使

える柔軟な学習環境を実現した。学校は情報処理演習室を

普通教室へ転換することで教室不足が解消され、PCの購入

コストや維持管理コストが削減できるメリットがある。その一方

で、ネットワーク環境を強化するコストが必要になる。 

BYODは学生が所有するPCの性能差など、いくつかの問

題点も存在する。本校のような医療系養成課程においては、

セキュリティ面への配慮が重要で、Wi-FiのESSIDはステル

スになっている。さらにパスワードは半年ごとに変更する運

用である。また、ウィルス対策は学生の責任をもって対策ソ

フトをインストールするように指導している。これらの指導は

入学前教育で実施している。 
 
2 BYOD機器のばらつき 

入学予定者へ学校があっせんする機器の案内や自宅に

あるPCを使用する場合は表１ PC必要スペックのように明示

している。 

OS Windows11またはWindows10 
Office Office2021またはOffice2019 
プロセッサ Core I3以上 
メモリー 8ギガバイト (GB)以上 
ストレージ 256ギガバイト (GB)以上 

表1 PC必要スペック 

ところが、いざ情報処理演習が始まると学生は高校時代

に使い慣れた機器や販売店で強く勧められた機器を持ち込

むことがあった。演習ではWindows系の機を基本として指導

している。そのため、MacやChromebookでは、指導者から指

示されたとおりに学生が操作しても同じ結果が得られないこ

とがある。学生は思い通りの結果が得られないときは、混乱

することになり指導者１人でその対処は不可能である。 

学生にしてみれば、高校時代に使い慣れた機器が優先さ

れ、大学でも使い慣れた機器を使いたいという気持ちも理

解できる。しかし、一般社会ではWindows機が主流であり、

デザイン系などの特別な業種を除けば、在学中はWindows

機が使えないと勉学に支障をきたす。 
 
3 ノートパソコンのキーボード問題 

同じWindows機でもメーカーやモデルによってキーボー

ド問題がある。デスクトップのキーボードはJISで規定されて

いるため、メーカーによる違いはほとんどない。しかし、ノー

トパソコンのキーボードは、メーカーやモデルによって様々

な違いがある。この違いは、操作性や快適性に影響を与え

るだけでなく、情報処理演習では混乱を引き起こす。 

例えば、あるノートパソコンでは、ファンクションキーを単

体で押すと画面の明るさ調整などのシステム機能が働いて

しまい、意図せずWord文書のフォントサイズが変わってしま

うといった操作トラブルが発生することがあった。また、Excel

の絶対参照を設定する際に、ファンクションキーの組み合わ

せが必要な場合、他のノートパソコンとは異なる操作が必要

となり、作業効率が低下するケースもあった。写真1にキーボ

ード配列例を示す。 

  
写真1 キーボード配列例 

左側のPCは、「fnキー」を押しながら対象となるキーと組

み合わせることで、F1～F12として動作する。 

右側のPCは、「fnキー」を押して、ランプを点灯させる。そ

の時に、F1～F12として動作する。しかし、「fnキー」のランプ

が明るい部屋では状態がわかりづらい。 

4 まとめ 

以前は情報演習の担当者が非常勤であったため、BYOD

の情報蓄積がなかった。医療系養成校で、情報処理は一般

教養の一つであるため、学生に携帯させるPCのメーカーや

機種を統一することを強く推進できない。今年のBYODの経

験を来年に生かし、情報処理演習を円滑に実施したいと考

えている。 
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1. はじめに 

今日、日本では少子高齢化が進んでおり、2025年

には、75 歳以上の人口が全人口の約 18％となり、

2040 年には 65 歳以上の人口が全人口の約 35％に

なると推計されている。2070 年には、高齢化率は

39％の水準になるとも推計されている。諸外国と比

較しても、日本における少子高齢化の動きは継続し

ている。[1] 

衣服は、「衣食住」の一つであり、新生児から高齢

者まで全世代において欠かせないものである。しか

しながら、インターネット販売が普及しているが、

高齢者は使用方法が分からなかったり、店舗に購入

しに行くのも難しかったりと、購入に至るまでに障

壁がある。 

そこで、高齢化が進むにあたり、一部の世代がイ

ンターネット販売などで便利になるのではなく、全

世代が不自由なく生活するために、衣服の購入方法

を充実化させるべきであると考えた。 

本稿では 65 歳以上の高齢者に対して、衣服購入

に対するアンケート調査を実施し、 

結果から高齢者の衣服購入時に不便に感じる要素を

明らかにする。そしてそれらを総括し、高齢者が不

便なく購入できるよう、ICTを活用した衣服購入方

法の充実化について検討する。 

 

2. 研究方法 

本稿ではアンケート調査（実地調査）を行った。

実地調査は千葉県の九十九里町周辺の地域を対象と

し、65歳以上の高齢者に対して、アンケート調査を

行った。 

〈土地の特徴〉 

・高齢化が進んでいる。 

・自動車を運転する高齢者の割合が多い。 

・徒歩圏内のお店が少ない。 

・高齢者の人口に比べ、生産年齢人口が少ないこと

から、2 世代で九十九里町に住んでいる人が少な

い。[2] 

 

3. アンケート調査 

 調査は千葉県九十九里町に在住の 65 歳以上の高

齢者に対して実施したものである。2024 年 8 月 1

日と同年８月５日に実施した。 

 アンケート調査では、性別などの基本的な個人属

性ならびに、衣服（肌着以外）を購入する頻度、購

入する場所、試着の有無など 10 の項目に分けて調

査を行った。有効回答数は 52 件である。質問に対

する回答および回答者の性別の割合は、男性 42％、

女性 58％となる集計結果であった。 

年齢は、65～74歳が47.6％、75～84歳が66.7％、

85～94歳が 9.5％であった。 

 

3.1 購入頻度 

次に、服を買う頻度について問うた。購入しない

が 19.2％、1,2 ヶ月に 1 回が 44.2％、3,4 ヶ月に 1

回が 32.7％、半年以上に 1回が 3.8％であった。1,2

ヶ月に１回が最も多いという事が明らかとなった。

次に 3,4ヶ月に 1回が多く、比較的購入頻度は低い

という事が明らかになった。購入しないと答えた人

の理由としては、あまり出掛ける機会が少ない、昔

購入した服で十分であるという回答であった。 



 
図 1. 購入頻度  

 

3.2 購入場所 

購入すると回答した 42 名を対象に、衣服を購入

する場所について問うた。百貨店が 9.5％、ネットシ

ョッピングが 9.5％、量販店が 66.7％、テレビショ

ッピングが 11.9％、古着屋が 2.4％であった。最も

多かったのが、量販店であり、ユニクロやサンリバ

ー小川屋などの安価なお店での購入が多いことが明

らかとなった。ネットショッピングを利用すると回

答した人は、65 歳～74 歳の前期高齢者の回答であ

った。 

 

図 2. 購入場所  

 

3.3 課題点 

購入すると回答した 42 名を対象に、服を買う時

に最も悩むことについて問うた。サイズ感が 47.6％、

デザイン性が 33.3％、着心地が 7.1％、買いに行く

のが大変 7.1％、特にないが 4.8％であった。サイズ

感に最も悩むのが多いことが明らかとなった。その

次にデザイン性が多いが、大半が女性の回答であり、

年齢問わず、女性の方がデザインを気にするという

事も明らかとなった。 

 

図３. 購入時悩む点 

 

3.4 購入する人 

購入すると回答した 42 名を対象に、誰が購入す

るかについて問うた。自分で購入していると回答し

た人が、90.5％であり、大半が自身で購入している

ことが明らかとなった。残り 9.5％の回答は配偶者

が購入しているとの回答であった。 

 

3.5 試着の有無 

購入すると回答した 42 名を対象に、試着をする

か、しないかについて問うた。試着すると回答した

人は、31.0％、試着しないと回答した人は 69.0％で

あった。しないと回答した人に、試着を行わない理

由について質問した。多くの人は、着替えるのが大

変という回答であり、数人は決まったサイズしか買

わないので試着する必要がないとの回答であった。 

 

図４. 試着の有無 

 

3.6 訪問サービスの有無 

購入すると回答した 42 名を対象に、訪問サービ

スがあったら使用するかについて問うた。使用する

が 19.0％、使用しないが 81.0％であった。実際に利



用したことがある人は、0 人であった。使用しない

と回答した人に、理由を質問した。最も多い理由は、

知らない人が訪問してくるというのが不安であると

いう回答であった。 

 

4. 調査の結果と考察 

 4.3 より、高齢者が衣服を購入するうえで最も重

要とするのは、サイズ感であるが、試着を行う人は

少ないということが明らかとなった。 

今回の調査地は、比較的自身で自動車を運転して

いる高齢者が多く、買いに行くのはそこまで不便で

ない方が多くいると見受けられる。しかし、自動車

を運転しない方はやはり買いに行くのが不便という

結果となった。また、子供などが近くに住んでいな

い人が多いため、自身で買いに行くという人が多い

結果となった。 

結果を踏まえた上で、試着を行わなくてもサイズ

感が分かりやすく、手軽に自身で購入できる方法が

あれば、高齢者も不便なく購入でき、より充実した

生活を楽しむことが出来ると考察する。 

 

5. 今後の研究について 

今回は高齢者割合が多く、自動車の運転も盛んな

地域での調査であったため、今後 

都市部への調査も行い、地方との比較も行いながら、

新たな問題点を見つけていこうと考える。また今回

の結果から、ICT の活用方法として、AR アプリを

使用しスマートフォンやタブレットを使っての、バ

ーチャルでの衣服の試着や、ユーザーの体型をデジ

タルでスキャンし、そのデータを元に衣服のフィッ

ト感をシミュレーションする技術を身近なものにす

れば、実際に試着しなくても、どのサイズ、スタイ

ルが合うかを事前に確認でき、問題点を改善してい

くことができるのではないかと考える。また、ビデ

オ通話でのサポートで、店舗やオンラインショップ、

ビデオ通話を通じてスタッフと相談しながら試着や

サイズ選びができるサービスがあると、高齢者の

方々がより快適に、そして効率的に衣服を試着でき

る環境が整えられると考える。 

 そこで、今後どんなサービスがあれば、利用した

いと思うか、またその利用を実現させるためには、

どのような取り組みが必要であるかもアンケートを

取り、調査していきたいと考える。 

 

6. おわりに 

 本稿は、高齢者の衣服購入についての頻度や不便

さに関する調査を行い、ICTを活用することで、購

入方法の充実化を図り、年代問わず、快適に生活で

きる方法を示す目的で行った。今回の調査結果から、

高齢者が衣服を購入するときに重要視することはサ

イズ、デザインである事が明らかとなった。しかし、

サイズ感を重要としているが、試着は困難であるこ

とも明らかとなった。 

このことから、試着を行わなくても、ICTを活用

して、簡単に選ぶことが出来る仕組みがあれば、高

齢者の衣服購入への充実化にもつながると考察する。

そこで今後、どのような仕組みがあれば活用しても

らえるか追及していくべきであると結論づける。 

 

参考文献 

[1] 厚生労働省, 「我が国の人口について」, 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.h

tml , （参照：令和 6年 8月 21日） 

[2] 千葉県, 「千葉県年齢別・町丁字別人口令和 4

年度」, 

https://www.pref.chiba.lg.jp/toukei/toukeidat

a/nenreibetsu/r04/r04-index.html#gaiyou2-

2 ,（参照：令和 6年 8月 21日） 

 

 

 

 



電子機器使用による学校成績への影響 

寺本 昂生 

日本大学 法学部 

  

キーワード：電子機器，GPA，デジタルデトックス 

 

1 はじめに  

今日、コロナウイルスによるパンデミックは記

憶に新しいだろう。経済面から生活面、人と人と

のコミュニケーションに至るまで大きな影響を与

えた。現在はコロナウイルス以前の生活をある程

度送れるようになったが、その影響は色濃く残っ

ている。 

中でも、最も大きな変化を求められたのは我々、

国民の暮らし方にあると考察する。不要な外出の

自粛、マスクの着用、手洗いうがい等による感染

症対策など不慣れな生活を余儀なくされた。その

ような中、在宅の時間が増え、電子機器の利用頻

度が高まったことによる現在の様子を知るべきで

ある。そこで本稿では大学生を対象に電子機器の

使用時間、頻度、ツールなどの調査を行い、その

結果から学校成績に対してどのような影響を与え

るか検討する。 

 

2 研究の目的と方法 

本稿では大学生を対象に電子機器使用による学

校成績への影響をアンケートにて調査し、電子機

器が与える学校成績への影響を研究目的とする。

アンケート調査は日本大学法学部に所属する学生

を対象とした。 

 

3 アンケート調査 

調査は日本大学法学部に所属する学生に対して

実施したものである。2024 年 7 月 8 日から同年 8

月 5 日まで実施した。アンケート調査では、性別

などの基本的な個人属性ならびに、現在の GPA、

1 日の電子機器の使用時間、使用用途、デジタル

デトックスなどを 3 セクションに分けて調査した。 

有効回答数は 118 件であり、どのような電子機

器を使用しているかを問う項目、使用用途に関す

る項目は複数回答を可能にした。質問に対する回

答および回答者の性別の割合は男性が 73人、女性

が 42人、その他未回答の集計結果であり、男性が

女性を約 17％ほど上回る数にてアンケート調査を

行った。 

3.1. 1 日の電子機器の使用時間について 

1 日の電子機器の使用時間が最も多かったの

が 6 時間～6 時間 59 分が 22 人、次いで 8 時間

～8 時間 59 分が 15 人、また 5 時間～5 時間 59

分、4時間～4時間59分が 14人、0分～59分、

7時間～7時間 59分、9時間～9時間 59分が 11

人だった。最も少なかったのが 1 時間～1 時間

59 分で 3 人だった。 

 

 

図 1. 電子機器の使用時間 

 

4 時間～6 時間 59 分、8 時間～8 時間 59 分の

割合が全体の半数以上にも及んでいることから、

回答者の平均がこの範疇にあることが明らかに

なった。また 0 分～59 分が 11 人もいることか

ら意識的に電子機器との距離を取り、普段の生

n=118 

 



活において電子機器というものがあまり組み込

まれていないことが推察できる。 

 

3.2. 電子機器の使用状況と用途 

電子機器の使用状況（複数回答可）として最

も使用する時間が長いのがスマートフォン 114

人、次いでパソコン 79 人、テレビ 47 人という

結果であった。若者のテレビ離れが問題視され

る中、約 4 割がテレビを視聴していることにな

り、若年層のテレビ離れはそこまで深刻化して

いるわけではないということが推察できる。 

実際に 2021 年に Z 世代を対象に調査された

アンケートではテレビを毎日見ると答えた割合

が 58.5％と半数を上回り、一概に若年層がテレ

ビ離れをしているとは言えない結果となった。 

しかしながら、その要因として挙げられるの

が高頻度でテレビ視聴はしているものの、長時

間のテレビ視聴はしていないということである。

一般的に若年層のテレビ離れとして挙げられる

理由が視聴時間の減少にあると考えられており、

問題視される程の若年層のテレビ離れはないが、

SNS の普及によるテレビ視聴への影響があると

いうことが明らかである。 

次に電子機器の使用用途（複数回答可）を聞

いたところ、娯楽（ゲームや動画視聴、音楽な

ど）が 113 人で最も多く、次いで課題や勉強が

102 人、連絡（LINE など）が 94 人だった。

大学生はレポート課題が多く、自ずと課題や勉

強目的でのパソコンの使用が多いことが推察で

きる。 

 

3.3. GPA とその分布について 

GPA とは「Grade Point Average」の略であ

り、アメリカなどの大学で実施されている世界

基準の成績評価方法である。文部科学省が令和

3 年に公開した「令和元年度の大学における教

育内容等の改革状況」では GPA 制度を取り入

れている大学は 90％を超えている。 

次に実際の調査では有効回答数 118 件の内、

最も回答数が多かったのが 2.0～2.59 で 41 人と

高い数値になった。次いで 3.0～3.59、2.6～

2.99 がそれぞれ 29 人、1.0～1.59 が 9 人、1.6

～1.99 が 6 人、0～0.59 が 2 人という結果だっ

た。 

 

 

図 2. 回答者の GPA 分布 

 

大学や学部、文系、理系によって多少の数値

は異なるが、一般的な GPA の平均は 2.4～2.8

とされており、本稿のアンケート調査でも 2.0

～2.59の回答者が最も多いため、全国的なGPA

の平均数値と大差がないことが明らかになった。 

 

3.4. デジタルデトックス 

デジタルデトックスとは、スマートフォンや

タブレット、パソコンなどのデジタル機器と意

識的に距離を取り、心身の疲労やストレスを軽

減しようとする取り組みのことである。実際に

ネット依存症の治療法の 1 つ、認知行動療法と

しても用いられている。 

2010 年頃から普及し始めたスマホは、2021

年には世帯保有率が 88％に上り、いまやスマホ

がなくては不便と感じるほどの生活必需品にな

った。また、パソコンを使って仕事をする人で

は、仕事中はパソコン画面に向き合い、休憩時

間はスマホを片手に過ごすと言った、1 日中デ

ジタル機器にさらされている状況になっている。

デジタル機器が必要不可欠なツールになってい

る今、完全に断つことは難しく、デジタル機器

との付き合い方が重要になってくる。 

デジタルデトックスのメリットとしては、睡

眠の質の向上、肩こり、頭痛の低減、脳疲労の

回復、運動時間の確保などが挙げられる。また

時間を有意義に使えるように促す効果もあり、

人と人とのダイレクトな繋がりにフォーカスで

きる。一方、デメリットとしては決済手段や行

n=118 



政サービスを利用できない、必要な時に必要な

連絡が取りづらく、急な用事に迅速に対処でき

ないことなどが挙げられる。スマートフォンや

インターネットの使用を前提に物事がつくられ

ている現代社会ではデジタル機器の使用が一時

的だとしても、不便に感じてしまう場面が出て

きてしまう。またスマートフォンのような電子

機器に依存している場合、使いたい時に使うこ

とができず、イライラして精神が安定しないと

いったデメリットもある。 

デジタルデトックスの方法として、時間管理

アプリやスクリーンタイムなどの機能を用い、

１日のデジタル機器の使用時間を把握し、使用

状況を可視化することが挙げられる。デジタル

機器を完全に断つのではなく、節制しながらう

まく付き合っていく必要がある。 

具体的な事例としてはホテルや温泉、レスト

ラン施設にデジタル機器を預けるサービスがあ

る。またデジタルデトックスを謳うイベントと

して東京都港区虎ノ門ヒルズ・オーバル広場に

て開催された「ぼーっとする大会」が挙げられ

る。働き方や生き方を見直すきっかけを提供し、

一見無価値だと考えられるような時間が持つ価

値について考えさせられる機会になっている。 

 

3.5. デジタルデトックスの有無 

デジタルデトックスの有無について、意識し

ていると答えた人が 66 人、意識していないと

答えた人が 52 人であった。 

 

 

図 3. デジタルデトックスの有無 

 

デジタルデトックスを意識したことが「ある」

人と意識したことが「ない」人との大きな差は、

見られなかったが意識したことが「ある」と回

答した人が多い結果から、電子機器とのつなが

りに対する関心や重要性、その効果について理

解があることが推察できる。 

 

3.6. デジタルデトックスを「意識していない」と

答えた人の理由 

図 3 でデジタルデトックスを意識していない

と答えた人の中で最も多かった回答が課題や勉

強で使用するため 24 人、次いで動画視聴で使

用するため 17人、SNSで使用するため 11人だ

った。 

 

 

図 4. デジタルデトックスを意識しない理由 

 

約半数の回答が課題や勉強で使用するためで

ある結果から、電子機器無くしては課題や勉強

は難しく、電子機器との密接なつながりがある

ということが見受けられる。その原因として、

コロナウイルスによるパンデミック以降、オン

ラインでの授業や課題が増え、ツールとしての

電子機器がデジタルデトックスを意識しづらい

環境にさせていることが挙げられる。 

 

3.7. 電子機器の使用によって学校成績への

影響を感じたことがあるか 

電子機器の使用によって学校成績への影響を

感じたことが「ある」と答えた人が 28 人、「な

い」と感じた人が 24 人だった。電子機器の使

用によって学校成績への影響が「ある」と答え

た人が少し多い結果となった。 

また電子機器の使用による学校成績への影響

が「ある」と答えた人の中で成績が上がった 26

人、成績が下がった、変わらなかったそれぞれ

34人であった。電子機器の使用によって学校の

n=118 

n=52 



成績が下がってしまった、変わらなかった人が、

成績が上がった人よりも多い結果になった。 

 

 

図 5. 学校成績への影響 

 

電子機器の使用によって学校成績への影響が

下がった人が、上がった人よりも多いことから、

電子機器を利用することが学校成績を伸ばすこ

とに対して妨げになっていることが推察できる。

また成績が変わらなかった人も 34 人いること

から、電子機器を利用することが成績に必ずし

も直結するわけではないということが見受けら

れる。 

 

4 おわりに 

本稿では電子機器が与える学校成績への影響

を電子機器の使用時間、頻度、デジタルデトッ

クスの有無など、多角的視点によるアンケート

調査を用いて示す目的で行った。電子機器が与

える学校成績への影響は直接的な関与がないと

は言え、成績が下がる要因になってしまうとい

う結果になった。 

一方、電子機器というものは単に成績を上げ

るためのものではなく、デジタルデトックスや

目的を持った電子機器との向き合い方であると

いった、内在的な上昇志向につながるきっかけ

を与えてくれる存在でもあるということが推察

できる。 
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1 はじめに 

近年、人工知能（AI）技術の急速な発展に伴い、

その社会的影響はますます大きくなっている。AI

は医療、教育、ビジネス、公共サービスなど、多

くの分野で革新をもたらし、人々の生活や仕事の

質を向上させている。例えば、医療分野では、AI

による診断支援システムが画像診断を補助し、早

期の病気発見を可能にしている。具体的には、CT

スキャンや MRI の画像を AI が解析し、異常を自

動的に検出することで、医師の診断精度が向上し、

患者の早期治療に繋がっている。この技術により、

肺癌や脳卒中の初期段階での検出率が飛躍的に向

上し、患者の生存率が大幅に改善されている【1】。

教育分野では、AIを用いたパーソナライズド学習

が進展している。例えば、リクルートの「スタデ

ィサプリ」は、AIが学生の学習進捗や理解度をリ

アルタイムで分析し、それに基づいて最適な学習

プランを提供するオンライン学習プラットフォー

ムである。これにより、学生は自分のペースで効

率的に学習を進めることが可能となり、特に理解

の遅れている分野に重点的に取り組むことができ

る【2】。さらに、AIを活用した自動採点システム

やインタラクティブな教材も開発されており、教

師の負担軽減と教育の質の向上に寄与している

【3】。このような技術の進歩は社会に多大な恩恵

をもたらす一方で、倫理的、法的、社会的な課題

も浮き彫りにしている。例えば、AI技術の利用が

拡大するにつれ、個人のプライバシーが侵害され

るリスクが高まっている。AIシステムは大量のデ

ータを収集・解析するため、個人情報が不適切に

使用される可能性がある。具体的には、SNSの投

稿データやウェアラブルデバイスの健康データが

AIによって解析され、個人の行動パターンや健康

状態が無断で第三者に利用されるリスクが指摘さ

れている【4】。また、AIシステムが意思決定に用

いるアルゴリズムが不透明であるため、その公平

性や信頼性に対する懸念も生じている。特に、AI

アルゴリズムにおけるバイアス問題は、特定のグ

ループに対する差別的な結果をもたらす可能性が

あり、社会的な不平等を助長するリスクがある【5】。

例えば、採用プロセスにおける AI の利用が、人

種や性別に基づく不平等な選考結果を生じさせる

可能性がある。さらに、AI技術が急速に進化する

中で、既存の法規制が追いついていないため、新

たな法的課題も浮上している。例えば、自動運転

車の事故責任や、AI生成コンテンツの著作権問題

など、法律の未整備な分野が多く存在する。これ

らの課題に対応するためには、法律や規制の整備

が急務である【6】。 

 

2 目的・研究内容 

本論文の目的は、AIガバナンスとその実際の活

用についての現状を明らかにし、特に学生を対象

としたアンケート調査を通じて、若年層の認識や

意識を探ることである。学生は将来の社会を担う

重要な存在であり、彼らの意識や理解度は今後の

AI ガバナンスの形成に大きな影響を与えると考

えられる。本研究では、以下の問いに答えること

を目指す。 

 学生はどのように AI 技術を日常生活や学習に

活用しているのか？ 

 学生は AI ガバナンスについてどの程度認識し

ているのか？ 

 学生は AI 技術の利用においてどのような倫理

的懸念を持っているのか？ 

これらの問いに対する回答を得るために、



Google フォームによるアンケート調査を実施し、

得られたデータを分析する。その結果を基に、AI

ガバナンスの現状と課題を整理し、今後の方向性

について考察する。本論文が、AI技術の健全な発

展と社会的受容を促進する一助となることを期待

する 

 

3 AIガバナンスの概要 

AI ガバナンスとは、AI の開発、運用、利用に

おける倫理的、法的、社会的な側面を管理する枠

組みを指す。これには、AI技術がもたらす潜在的

なリスクを最小限に抑え、その恩恵を最大限に引

き出すための規範やガイドラインが含まれる。AI

ガバナンスの重要性は、AIの利用が拡大する中で

ますます増しており、各国や国際機関が積極的に

取り組んでいる。まず、AIガバナンスの基本的な

概念として、透明性、説明責任、倫理性が挙げら

れる。透明性とは、AIシステムがどのように動作

するかを理解可能にすることであり、利用者や社

会全体がその仕組みや決定プロセスを把握できる

ようにすることを意味する。説明責任は、AIシス

テムの開発者や運用者が、そのシステムによる決

定や行動について説明し、責任を負うことを求め

るものである。倫理性は、AI技術の開発と利用が

社会的に受け入れられる価値観や規範に基づいて

行われることを保証するものである。日本におい

ても、AI 技術の利用が拡大する中で、AI ガバナ

ンスの重要性がますます強調されている。2022年

4月に全面執行された改正個人情報保護法（APPI）

がその代表例であり、AIシステムやビックデータ

による個人データの取扱いに厳格な規制を設けて

いる【7】。経済産業省は「AIガイドライン」を策

定し、AIの開発や運用における倫理的課題に対処

するための具体的な指針を提供している。このガ

イドラインは、AIシステムの透明性の確保、デー

タの品質管理、バイアスの除去、プライバシー保

護などを重視しており、AI技術の健全な発展を支

える重要な役割を果たしている【8】また、企業レ

ベルでも AI の公正性や透明性を確保するための

取り組みが進んでいる。例えば、ソフトバンクは、

AI 技術を用いたサービスにおいて透明性を確保

するために、アルゴリズム監査や倫理的ガイドラ

インの策定を行っている【9】。AIシステムの設計

段階から倫理的配慮を取り入れ、定期的な監査を

通じてアルゴリズムの公平性と透明性を検証して

いる。これにより、利用者の信頼を確保し、社会

的受容を促進している。これらの取り組みは、技

術の進展と社会的影響のバランスを取る上で重要

なステップとなっている。国際的には欧州連合

（EU）の一般データ保護規則（GDPR）がその代

表例である。GDPR は、個人データの取扱いに厳

格な規制を設けており、AIシステムが個人データ

をどのように使用するかについての透明性と説明

責任を求めている【10】。また、米国の一部の州で

は、AI技術の倫理的使用を促進するための法律が

制定されており、例えば、ニューヨーク州は AI

システムによる雇用選考に関する透明性と公平性

を確保するための規制を導入している【11】。AI

ガバナンスの課題としては、技術の急速な進展に

法規制が追いついていない点が挙げられる。AI

技術は日々進化しており、それに対応するための

規範やガイドラインの整備が求められている。ま

た、国際的な協調の必要性も高まっており、各国

が共通の基準を持って AI ガバナンスに取り組む

ことが重要である。本章では、AIガバナンスの基

本的な概念と現状について概説し、次章では、具

体的な活用事例を通じて AI 技術がどのように社

会に影響を与えているかを詳述する。 

 

4 身近な AIサービスの事例 

AI技術は多様な分野で活用され、その影響は広

範に及んでいる。以下では、学生間での利用率が

高いと想定される生成 AI、スマートスピーカー、

AI 翻訳の各分野における具体的な活用事例を紹

介し、それぞれの利点と課題について考察する。 

まず、生成 AI技術の事例としては、OpenAIの

ChatGPT や Googleの Gemini、Stability AIの Stable 

Diffusionなどが挙げられる。これらは自然言語処

理を用いて人間のような対話を実現するもので、

ユーザーの質問に応じて情報を提供したり、創作

的な文章を生成したりすることができる。例えば、

ブログ記事の執筆や SNSの投稿、メールの返信な

ど、日常的な文章作成を効率化するために広く利

用されている。また、Stable Diffusionのような画



像生成 AI は、使用者が提供したプロンプト（指

示文などを指す）や写真データをもとに画像を生

成することができ、デジタルアートの作成や写真

編集の分野で活用されている。しかし、生成 AI

の利用には、生成されたコンテンツの品質管理や

著作権に関する問題が課題として存在する。次に、

スマートスピーカーの分野では、Amazon Echo や

Google Home などの AI 搭載デバイスが広く利用

されている。これらのデバイスは、音声認識技術

を用いてユーザーの音声指示に応答し、音楽の再

生、ニュースの提供、家電の操作など多様な機能

を提供する。例えば、ユーザーが「Alexa、今日の

天気を教えて」と尋ねると、インターネットから

最新の天気情報を取得し、音声で回答する。また、

家庭内の照明やエアコンなどの家電製品を音声で

操作することも可能であり、手が離せない状況で

も便利に利用できる。しかし、これらのデバイス

の利用には、プライバシー保護やデータセキュリ

ティの懸念があり、ユーザーの音声データがどの

ように収集され、利用されるかについての透明性

が求められる。AI翻訳の分野では、Google翻訳や

DeepL などのサービスが広く利用されている。こ

れらの AI 翻訳サービスは、高度な機械学習アル

ゴリズムを用いて、多言語間でのテキスト翻訳を

高精度に行うことができる。旅行の際には、現地

の言葉が分からない状況でもスマートフォンを使

ってリアルタイムで翻訳し、コミュニケーション

を円滑にするために活用されている。さらに、教

育分野でもAI翻訳は重要な役割を果たしており、

学術論文の翻訳や外国語の教材の理解を助けるツ

ールとして使用されている【12】。しかし、AI 翻

訳には微妙なニュアンスや文化的背景を正確に伝

えることが難しい場合があり、翻訳結果の質を向

上させるための継続的な改善が必要である。これ

らの事例からも分かるように、日本では AI 技術

が日常生活の様々な場面で利用されており、生活

の質の向上と効率化が進んでいる。生成 AI、スマ

ートスピーカー、AI翻訳などの技術は、特に個々

の生活の中での利便性を高めている。しかし、そ

の活用には技術的な課題だけでなく、倫理的、法

的な課題も多く存在する。次章では、学生を対象

としたアンケート調査を通じて、若年層の AI 技

術に対する認識や意識を明らかにし、AIガバナン

スの現状と課題についてさらに考察する。 

 

5 学生を対象としたアンケート調査 

AI ガバナンスとその実際の活用に関する若年

層の認識や意識を明らかにするため、大学生を対

象としたアンケート調査を実施した。本章では、

アンケート調査の目的、調査方法、アンケート項

目の設計、調査対象者の属性について詳述する。 

5.1 アンケート調査の目的 

本調査の目的は、学生が AI技術および AIガバ

ナンスに対してどのような認識を持ち、どの程度

の理解をしているかを明らかにすることである。

特に、AI 技術の利用経験、AI ガバナンスに対す

る認識、AI技術に関連する倫理的懸念について調

査することで、将来の AI 技術の発展とガバナン

スのあり方に関する洞察を得ることを目指してい

る。 

5.2 調査方法 

アンケート調査は、オンライン形式で実施し、

大学生を対象に無作為に選出した。調査期間は

2024年 5月から 6月の 1ヶ月間で、Googleフォー

ムを使用して質問を配布し、回答を収集した。調

査参加者には事前に研究の目的とプライバシー保

護について説明し、同意を得た上で回答を求めた。 

5.3 調査方法 

アンケート項目は以下の 3セクションに分けて

設計した。 

 

[基本情報] 

- 学年 

- 性別 

- 専攻 

-AIの認識と利用状況 

 

[AI技術に対する認識] 

- AIの使用頻度 

- どのような場面で AIを使いますか？ 

- どのような AI使っていますか？（複数回答可） 

- AIを使わない理由を教えてください（複数回

答可） 

 



[AIガバナンス] 

- AIガバナンスという概念に関する認知 

- AIガバナンスで重視すること（複数回答可） 

- AIが社会に与える影響についてどのように感

じていますか？ 

- AIガバナンスの取り組みを強化するためにど

のよう取り組みが必要だと考えますか？（複数回

答可） 

5.4 調査対象者の属性 

本アンケートでは、全国の大学に通う学生 137

名を対象に、AI 技術および AI ガバナンスに関す

る認識や意識についてアンケート調査を実施した。

回答者の性別の比率は男性約 64.2%に対し、女性

約 35.8%と、男女に一定の偏りが見られた。また

専攻分野は９割強が文系の学生であった。学年は

2 年生から 4 年生まで幅広く分布しており、また

一部には院生や社会人も含まれており、特に学部

3 年生（36.5%）と学部 2 年生（33.6%）が多くを

占めた。 

 

図 1．回答者学年 

 

次章では、アンケート結果の詳細な分析を行い、

学生の AI ガバナンスに対する認識や意識、AI 技

術の活用状況についての結果を示す。また、その

結果から導き出される傾向や重要な発見について

考察する。 

5.5 アンケート結果の分析 

本章では、学生を対象としたアンケート調査の

結果を詳細に分析する。アンケート項目ごとに回

答を整理し、統計的な分析を行った。以下に、主

要な結果とその考察を示す。 

[AIの認識と利用状況] 

 学生の AI 技術に対する認識と利用状況につい

て、以下のような結果が得られた。 

- AIの利用状況 

回答者 137名に対し、AI技術の使用頻度を尋ね

た結果は以下の通りである。 

利用頻度（票数降順） 

週に 1〜2回: 27.7%（38票） 

たまに使う: 24.8%（34票） 

使わない: 19.7%（27票） 

週に 3〜4回: 16.1%（22票） 

ほぼ毎日: 9.5%（13票） 

月に 1〜2回程度: 2.2%（3票） 

 

図２．利用頻度 

 

アンケート結果から、大学生の多くが定期的に

AI技術を利用していることが明らかになった。特

に「週に 1〜2回」使用する学生が 27.7%と最も多

く、続いて「たまに使う」と回答した学生が 24.8%

であった。これにより、過半数の学生が週に 1回

以上 AI技術を活用していることがわかる。また、

「使わない」と回答した学生が 19.7%いる一方で、

「ほぼ毎日」使用する学生も 9.5%存在する。この

ことから、AI技術の利用頻度には個人差が大きい

ことが伺える。「週に 3〜4 回」使用する学生は

16.1%であり、「月に 1〜2 回程度」使用する学生

はわずか 2.2%に過ぎない。これらのデータから、

多くの学生が一定の頻度で AI 技術を利用してい

るものの、頻繁に使用する学生とほとんど使用し

ない学生の二極化が進んでいることが示唆される。 

うち AI を使わない学生 27 名に対してなぜ AI

を使わないのかを尋ねた結果は以下の通りである。 

 

[なぜ AIを使わないのか？（票数降順）] 

回答者学年（n = 137） 

2年生 

3年生 

4年生 

院生 

社会人 

利用頻度（n = 137） 

週 1，2回 

たまに使う 

使わない 

週 3，4回 

ほぼ毎日 

月 1，2回 



- AIに対して信頼がない: 31.3% (20 票) 

- セキュリティ問題: 29.7% (19 票) 

- 必要性を感じない: 26.6% (17 票) 

- プライバシー保護: 10.9% (7 票) 

- 知識がないため、どう使用していいかわから

ない: 1.6% (1票) 

 

アンケート結果から、「AIに対して信頼がない」、

「セキュリティ問題」、「プライバシー保護」とい

った、信頼性に関する理由が多く、AIの透明性が

重要であると考える。 

 

[AI技術に対する認識] 

回答者 137名に対し、AI技術に対する認識を尋

ねた結果は以下の通りである。 

図３. AI技術に対する認識 

 

[AI技術に対する認識（票数降順）] 

- ある程度知っている: 46.0%（63票） 

- ほとんど知らない: 41.6%（57票） 

- 知らない: 7.3%（10票） 

- よく知っている: 5.1%（7 票） 

 

全体の 51.1%が AI技術に対して「よく知ってい

る」または「ある程度知っている」と回答した。

一方で、48.9%は「ほとんど知らない」または「全

く知らない」と回答しており、認識のばらつきが

見られた。 

 

[AIツールやサービスの利用経験] 

学生の AI ツールやサービスの利用経験につい

て、以下のような結果が得られた。 

 

[使用している AIツール（複数回答可、票数降順）] 

- 文章系生成 AI(ChatGPT など): 44.3%（54 票） 

- 翻訳ツール（DeepLなど）: 41.0%（50票） 

- 音声アシスタント（Alexa など）: 6.6%（8票） 

- その他: 4.9%（Python, 競馬, 法律, プログラ

ミング、壁打ち, LINE AI アシスト, 画像生成 

各 0.8%） 

 

図４. 利用している AIサービス 

 

アンケート結果から、多くの学生が文章系生成

AI（ChatGPT など）や翻訳ツール（DeepL など）

を利用していることがわかる。特に、文章系生成

AI の利用が最も多く、44.3%の学生が利用してい

る。翻訳ツールも 41.0%の学生が利用しており、

これらのツールが学習や日常生活に広く使われて

いることが示唆される。音声アシスタント（Alexa

など）の利用も一定数見られ、6.6%の学生が利用

している。また、メディア生成 AI（StableDiffusion

など）も 3.3%の学生が利用している。その他のツ

ールの利用は少数であり、4.9%の学生が Python、

競馬、法律、プログラミング、壁打ち、LINE AI ア

シスト画像生成などを各 0.8%ずつ利用している

ことが分かる。 

 

[AIガバナンス] 

学生の AI ガバナンスに対する認識と意識につ

いて、以下のような結果が得られた。 

 

[AIガバナンスという概念の認識度（票数降順）] 

- ほとんど知らない: 46.7%（64票） 

- 知らない: 33.6%（46票） 

AI技術に対する認識（n = 137） 

ある程度知っている 

ほとんど知らない 

知らない 

よく知っている 

利用している AIサービス（n = 137） 

文書生成 AI 

翻訳ツール 

音声アシスタント 

その他 



- ある程度知っている: 15.3%（21票） 

- 知っている: 4.4%（6票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．AIガバナンスという概念の認知度 

 

アンケート結果から、学生の大多数が AI ガバ

ナンスの概念を十分に認識していないことが明ら

かになった。全体の約 80%が「ほとんど知らない」

または「知らない」と回答しており、認識度に大

きな課題があることが示唆される。 

 

[AIガバナンスで重視すること（票数降順）] 

- プライバシー保護: 26.4%（86票） 

- セキュリティ問題: 23.0%（75票） 

- 技術の安定性: 16.7%（54 票） 

- 社会的な信頼性を高める: 14.4%（47票） 

- 責任の明確化: 10.1%（33 票） 

- 公平性の確保: 7.7%（25票） 

- その他:2%（6票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．AIガバナンスで重視すること 

 

学生が AI ガバナンスで重視する点として、プ

ライバシー保護とセキュリティ問題が上位を占め

ている。また、技術の安定性や社会的な信頼性の

向上も重要視されていることがわかる。 

[AI ガバナンスの取り組みを強化するために必要

だと思う取り組み（票数降順）] 

- 法整備や規制: 38.1%（101票） 

- 教育や啓蒙活動: 26.0%（69票） 

- AI企業の透明性向上: 17.0%（45票） 

- 国際協力:17.0%（45票） 

- その他:1.9%（5票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．AIガバナンスの取り組みを強化するため

に必要だと思う取り組み 

 

アンケート結果から、学生の多くが AI ガバナ

ンスに関する法整備や規制の強化が必要と考えて

いることがわかる。また、教育や啓蒙活動の重要

性も高く評価されており、AI企業の透明性の国際

協力も一定の支持を得ている。 

 

[AIの活用] 

学生の AI 技術の活用状況について、以下のよ

うな結果が得られた。 

 

[AI技術が日常生活に与える影響についての認識] 

- 良いと思う: 54.0% (74票) 

- どちらでもない: 24.8% (34 票) 

- 非常に良いと思う: 17.5% (24 票) 

- 良くないと思う: 2.9% (4 票) 

- 非常に良くないと思う: 0.7% (1票) 

 

アンケート結果から、学生の大多数が AI 技術

が日常生活に良い影響を与えていると感じている

ことがわかる。特に「良いと思う」と回答した学

生が 54.0%、次いで「非常に良いと思う」と回答

した学生が 17.5%であった。一方で、「良くないと

AIガバナンスという概念の認知度（n = 137） 

ほとんど知らない 

知らない 

ある程度知っている 

知っている 

AIガバナンスで重視すること（n = 137） 

プライバシー保護 

セキュリティ問題 

技術の安定性 

社会的信頼性を高める 

責任の明確化 

公平性の確保 

その他 

AI ガバナンスの取り組みを強化するために

必要だと思う取り組み（n = 137） 

法整備や規制 

教育や啓蒙活動 

AI企業の透明性向上 

国際協力 

その他 



思う」または「非常に良くないと思う」と回答し

た学生は少数であり、全体の 3.6%にとどまってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．AI技術が日常に与える影響についての認識 

 

これらの結果から、学生は AI 技術が日常生活

にポジティブな影響を与えていると認識しており、

AI 技術の活用に対して前向きな姿勢を持ってい

ることが示唆される。 

次章では、アンケート結果を基にした AI ガバ

ナンスの現状と課題の詳細な考察を行い、学生の

認識に基づく今後の AI ガバナンスの方向性や必

要な取り組みについて議論する。 

5.6 AIガバナンスの現状と課題 

アンケート結果から明らかになったのは、学生

の間でAI技術への関心や利用経験は高い一方で、

AI ガバナンスに対する認識はまだ十分でないと

いう現状である。具体的には、文章生成 AI、翻訳

ツール、音声アシスタントなどの AI 技術を多数

の学生が日常的に利用しており、その利便性を実

感している。しかしながら、AIガバナンスに関し

ては約 6割の学生が「ほとんど知らない」または

「全く知らない」と回答している。このギャップ

は、AI技術が急速に普及する中で、ガバナンスに

関する教育や啓発活動が追いついていないことを

表している。AI ガバナンスの重要な課題として、

以下の点が挙げられる。 

 

[プライバシー保護] 

多くの学生がプライバシーの侵害を懸念してお

り、AI技術の利用においてプライバシー保護の確

保が求められている。これは、AIシステムが大量

の個人データを扱うことから生じる課題である。 

[データの透明性] 

データの透明性が確保されていないと、AIシス

テムの判断や結果に対する信頼性が損なわれる。

透明性を確保するためには、データの収集、処理、

利用に関する詳細な情報提供が必要である。 

[バイアスの除去] 

AI アルゴリズムにバイアスが含まれている場

合、不公平な結果を生じる可能性がある。アンケ

ート結果でもバイアスに対する懸念が示されてお

り、アルゴリズムの公正性を確保する取り組みが

重要である。 

[責任の明確化] 

AIシステムが誤った判断を下した場合、誰が責

任を負うのかが曖昧であると、問題解決が困難に

なる。責任の所在を明確にするためのガイドライ

ンや規範の整備が必要である。学生のアンケート

結果に基づき、今後の AI ガバナンスの方向性や

必要な取り組みとして以下の点が挙げられる。 

[教育と啓発の強化] 

AIガバナンスに関する教育を強化し、学生に対

して AI 技術の利用に伴う倫理的、法的な課題を

理解させることが重要である。具体的には、大学

のカリキュラムに AI ガバナンスに関する科目を

導入し、講義やセミナーを通じて知識を深める機

会を提供することが考えられる。 

[ガイドラインと規範の整備] 

AI 技術の利用に関する具体的なガイドライン

や規範を整備し、透明性、説明責任、倫理性を確

保するための基準を明確にすることが必要である。

これにより、AIシステムの開発者や運用者が遵守

すべきルールが明確になり、公正な利用が促進さ

れる。 

[国際的な協調の推進] 

AI技術はグローバルに利用されるため、国際的

な協調が不可欠である。各国が共通の基準を持ち、

協力して AI ガバナンスに取り組むことで、グロ

ーバルな問題に対処することができる。国際機関

や多国間の協定を通じて、共通のガイドラインや

規範を策定することが求められる。 

[技術的な取り組みの強化] 

バイアスの除去やデータの透明性確保のために、

技術的な取り組みを強化することが必要である。

AI技術が日常に与える影響についての認識（n = 137） 

良いと思う 

どちらでもない 

非常に良いと思う 

良くないと思う 

非常に良くない 



例えば、AIアルゴリズムの公平性を検証するため

のツールや技術を開発し、定期的な監査を実施す

ることが考えられる。以上の取り組みを通じて、

AI 技術の健全な発展と社会的受容を促進するこ

とができる。本研究の結果は、AIガバナンスの重

要性を再確認し、今後の実践的な取り組みの方向

性を示唆するものである。 

 

6 結論 

本研究では、AIガバナンスとその活用に関する

現状と課題を明らかにするため、学生を対象とし

たアンケート調査を実施し、その結果を基に考察

を行った。以下に、本研究の主要な発見と今後の

方向性をまとめる。 

6.1 主要な発見 

[AI技術の認識と利用] 

多くの学生がAI技術に対して高い関心を持ち、

日常生活や学習で積極的に AI ツールを活用して

いる。一方で、AIガバナンスに関する認識や理解

は十分ではなく、教育の強化が求められる。 

[AIガバナンスの課題] 

 プライバシー保護、データの透明性、バイアスの

除去、責任の明確化が重要な課題として認識され

ている。AI技術の利用拡大に伴い、これらの課題

への対応が急務となっている。 

6.2 今後の方向性 

[教育と啓発] 

AIガバナンスに関する教育を強化し、学生に対

して AI 技術の利用に伴う倫理的・法的な課題を

理解させることが重要である。大学のカリキュラ

ムに AI ガバナンスに関する科目を導入し、セミ

ナーやワークショップを通じて知識を深める機会

を提供することが求められる。 

[ガイドラインと規範の整備] 

AI 技術の利用に関する具体的なガイドライン

や規範を整備し、透明性、説明責任、倫理性を確

保するための基準を明確にする。これにより、AI

システムの開発者や運用者が遵守すべきルールが

明確になり、公正な利用が促進される。 

[国際的な協調] 

AI技術はグローバルに利用されるため、国際的

な協調が不可欠である。各国が共通の基準を持ち、

協力して AI ガバナンスに取り組むことで、グロ

ーバルな問題に対処することができる。国際機関

や多国間の協定を通じて、共通のガイドラインや

規範を策定することが求められる。 

[技術的な取り組み] 

バイアスの除去やデータの透明性確保のために、

技術的な取り組みを強化することが必要である。 

AI アルゴリズムの公平性を検証するためのツ

ールや技術を開発し、定期的な監査を実施するこ

とが考えられる。 

6.3 結び 

本研究は、AI ガバナンスの重要性を再確認し、

今後の具体的な取り組みの方向性を示すものであ

る。AI技術の健全な発展と社会的受容を促進する

ために、継続的な教育、規範整備、国際協調、技

術的な改善が不可欠であることが明らかになった。

今後の研究では、より詳細なデータ収集と分析を

通じて、具体的なガバナンスモデルの構築や実践

的なガイドラインの策定を目指していく必要があ

る。 
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Euler関数の導来対数関数 Lで完全数問題を眺める

山下倫範 ∗

立正大学　データサイエンス学部

2024/8/31　 IIARS第 16回研究会

1 完全数問題

1.1 完全数問題とは

Pythagorasが命名した完全数とは，自然数 nの 2倍が丁度 nの約数の和 σ(n)になっている場合

のときをいう。すなわち，nについて次が成立している場合である．

2n = σ(n) (PN)

たとえば，n = 6であれば，

2n = 2 · 6 = 12

σ(n) = σ(6) = 1 + 2 + 3 + 6 = 12

n = 28であれば，

2n = 2 · 28 = 56

σ(n) = σ(28) = 1 + 2 + 4 + 7 + 14 + 28 = 56

となり，n = 6, 26は完全数であることがわかる．

一般的に考察するには，n =
s∏

i=1

pei
i と表せば，より具体的に

2
s∏

i=1

pei
i =

s∏
i=1

ei∑
j=0

p j
i =

s∏
i=1

ei∑
j=0

(1 + pi + · · · + pei
i )

=

s∏
i=1

pei+1
i − 1
pi − 1

(PN*)

を満たす nを求めよという問題となる．

∗ yamasita@ris.ac.jp



PN*を次のようにとらえ，PNLの辺々に Eulerの導来対数関数 Lを作用させてみよう．

2
s∏

i=1

pei
i =

s∏
i=1

pei+1
i − 1
pi − 1

2
s∏

i=1

(pi − 1))pei
i =

s∏
i=1

pei+1
i − 1

1 +
s∑

i=1

(ei + 1)L(pi) =
s∑

i=1

L(pei+1
i − 1) (PNL)

一方，素数 pについての pe − 1については円分多項式の関係式を用いて，円分数として

pe − 1 =
∏
d|e
Φd(p) (CN)

L(pe − 1) =
∑
d|e

L(Φd(p)) (CNL)

として表されることから，CNにより円分数自身は約数和 σ(n)と関係があることがわかり，円分数

の素因数を調べることは，整数 nの約数和 σ(n)の素因数を考察することと同じであり，昔から多

くの実験が行われている．[4, 5, 6, 7]

ここで，Lを通しての PNLをみると，もし，すべての pi, ei について，

(ei + 1)L(pi) = L(pei+1
i − 1) (PNL1)

が成立していれば，PNLの辺々の等号が成立しなくなるので，完全数問題は成立しなくなる．

1.2 偶数の完全数問題

偶数の完全数問題については，すでに EuclidがMersenne素数 Mp = 2p − 1を用いて 2p−1Mp は

完全数であることを述べており，後に，Eulerがこの形に限ることを証明し，偶数の完全数問題に

ついては解決済である．[2]

1.3 奇の完全数問題

奇の完全数 (Odd Perfect Number Problem)については，それを満たす N について，実に様々な

ことが知られているが，その中で本ノートに関係するいくつかを挙げておこう．[1, 3]

N = qE
s∏

i=1

p2ei
i q ≡ E ≡ 1 (mod 4), pi は素数

(2ei + 1)L(pi) − L(p2ei+1
i − 1) (PNL11)

(E + 1)L(q) − L(pE+1
i − 1) (PNL12)

の値が ei + 1, pi, E, qによって，どのように振舞うのかを調べる必要かある．

以下，数式処理システムMapleを用いてのいくつかの表を提供しよう．



2 L(Φn(pi))の表

p = 11

n L(Φd(11)

3 5

4 6

5 12

6 5

7 17

8 12

9 17

10 12

11 31

12 11

13 33

14 16

15 23

16 24

17 48

18 17

19 50

20 24

21 33

22 28

23 66

24 23

25 59

26 35

27 52

28 35

29 82

30 22

31 91

32 49

33 59

34 48

35 68

36 34

37 102

38 49

39 68

40 47

41 124

42 33

43 115

44 57

45 68

46 64

47 135

48 49

49 118

50 61

p = 13

d L(Φd(13)

3 6

4 7

5 13

6 6

7 18

8 13

9 18

10 13

11 32

12 12

13 37

14 18

15 24

16 26

17 52

18 17

19 57

20 26

21 36

22 32

23 71

24 25

25 65

26 38

27 55

28 36

29 87

30 24

31 95

32 53

33 64

34 52

35 72

36 38

37 111

38 53

39 72

40 52

41 122

42 36

43 128

44 63

45 75

46 70

47 144

48 49

49 130

50 61

p = 17

d L(Φd(17)

3 7

4 7

5 14

6 6

7 20

8 14

9 20

10 14

11 35

12 15

13 43

14 21

15 28

16 29

17 56

18 19

19 61

20 28

21 40

22 28

23 76

24 29

25 70

26 43

27 59

28 40

29 96

30 30

31 100

32 58

33 69

34 58

35 81

36 38

37 124

38 59

39 81

40 56

41 143

42 39

43 142

44 70

45 80

46 78

47 161

48 60

49 141

50 73

p = 19

d L(Φd(19)

3 6

4 7

5 14

6 6

7 22

8 16

9 20

10 14

11 15

12 15

13 42

14 20

15 28

16 30

17 59

18 20

19 59

20 29

21 43

22 35

23 79

24 28

25 73

26 43

27 61

28 43

29 102

30 26

31 101

32 59

33 71

34 59

35 87

36 39

37 127

38 64

39 84

40 60

41 146

42 41

43 152

44 73

45 86

46 80

47 166

48 59

49 151

50 72

p = 23

d L(Φd(23)

3 7

4 8

5 16

6 7

7 23

8 16

9 23

10 15

11 38

12 15

13 46

14 23

15 32

16 32

17 64

18 20

19 69

20 32

21 44

22 39

23 86

24 28

25 77

26 45

27 66

28 43

29 105

30 30

31 115

32 63

33 75

34 48

35 92

36 42

37 140

38 68

39 89

40 61

41 154

42 44

43 166

44 79

45 91

46 86

47 178

48 62

49 154

50 79



p = 29

n L(Φd(29)

3 8

4 8

5 16

6 7

7 23

8 16

9 23

10 17

11 42

12 16

13 48

14 23

15 31

16 34

17 67

18 22

19 76

20 33

21 49

22 42

23 93

24 32

25 79

26 49

27 69

28 49

29 115

30 33

31 121

32 66

33 84

34 68

35 99

36 46

37 147

38 69

39 99

40 66

41 169

42 47

43 169

44 84

45 95

46 89

47 193

48 66

49 167

50 84

p = 31

d L(Φd(31)

3 8

4 8

5 17

6 7

7 24

8 18

9 24

10 17

11 42

12 17

13 50

14 22

15 33

16 36

17 71

18 17

19 73

20 32

21 49

22 43

23 93

24 33

25 84

26 51

27 74

28 47

29 115

30 33

31 124

32 70

33 85

34 66

35 96

36 51

37 145

38 74

39 100

40 69

41 169

42 48

43 174

44 85

45 96

46 92

47 196

48 63

49 177

50 82

p = 37

d L(Φd(37)

3 8

4 10

5 18

6 8

7 27

8 19

9 25

10 18

11 42

12 16

13 50

14 24

15 36

16 38

17 72

18 25

19 76

20 36

21 51

22 44

23 99

24 34

25 90

26 54

27 76

28 53

29 120

30 34

31 130

32 70

33 85

34 72

35 105

36 48

37 155

38 80

39 104

40 72

41 180

42 54

43 184

44 91

45 104

46 100

47 198

48 71

49 180

50 88

p = 41

d L(Φd(41)

3 9

4 9

5 19

6 8

7 24

8 20

9 24

10 19

11 45

12 18

13 57

14 27

15 37

16 39

17 73

18 26

19 77

20 35

21 54

22 46

23 98

24 38

25 90

26 54

27 81

28 54

29 127

30 37

31 133

32 77

33 92

34 78

35 107

36 53

37 158

38 79

39 110

40 75

41 181

42 55

43 191

44 91

45 105

46 97

47 203

48 78

49 188

50 93

p = 43

d L(Φd(43)

3 8

4 9

5 18

6 9

7 26

8 20

9 24

10 17

11 45

12 17

13 52

14 25

15 34

16 38

17 71

18 26

19 78

20 39

21 52

22 45

23 101

24 37

25 90

26 55

27 79

28 54

29 130

30 35

31 140

32 76

33 89

34 75

35 112

36 55

37 161

38 75

39 112

40 74

41 184

42 51

43 194

44 92

45 108

46 101

47 216

48 71

49 190

50 95



p = 47

n L(Φd(47)

3 9

4 10

5 19

6 9

7 27

8 20

9 26

10 20

11 46

12 19

13 57

14 26

15 37

16 40

17 75

18 26

19 85

20 38

21 55

22 45

23 104

24 37

25 91

26 58

27 81

28 58

29 137

30 40

31 140

32 77

33 95

34 76

35 112

36 55

37 167

38 80

39 109

40 76

41 191

42 52

43 195

44 97

45 113

46 101

47 218

48 77

49 197

50 94

p = 53

d L(Φd(53)

3 10

4 10

5 19

6 9

7 29

8 18

9 26

10 19

11 47

12 19

13 59

14 27

15 37

16 39

17 80

18 27

19 85

20 41

21 58

22 48

23 104

24 39

25 96

26 59

27 81

28 57

29 139

30 39

31 142

32 81

33 97

34 81

35 116

36 57

37 173

38 87

39 116

40 80

41 198

42 56

43 200

44 99

45 116

46 107

47 221

48 78

49 205

50 94

p = 59

d L(Φd(59)

3 10

4 10

5 20

6 8

7 28

8 21

9 28

10 20

11 49

12 19

13 57

14 28

15 38

16 41

17 80

18 27

19 87

20 38

21 58

22 49

23 111

24 40

25 102

26 57

27 83

28 60

29 138

30 39

31 147

32 82

33 99

34 82

35 115

36 57

37 176

38 87

39 115

40 80

41 202

42 57

43 208

44 101

45 116

46 110

47 234

48 80

49 211

50 100

p = 61

d L(Φd(61)

3 10

4 10

5 20

6 9

7 29

8 20

9 28

10 21

11 51

12 20

13 59

14 29

15 40

16 42

17 83

18 30

19 87

20 42

21 58

22 48

23 113

24 39

25 101

26 62

27 86

28 58

29 140

30 40

31 149

32 84

33 97

34 83

35 119

36 59

37 176

38 89

39 121

40 82

41 199

42 57

43 206

44 100

45 119

46 110

47 228

48 78

49 208

50 102

p = 67

d L(Φd(67)

3 9

4 11

5 21

6 10

7 10

8 21

9 30

10 20

11 52

12 21

13 60

14 30

15 41

16 42

17 85

18 29

19 89

20 42

21 59

22 51

23 111

24 40

25 106

26 61

27 87

28 61

29 144

30 38

31 153

32 86

33 102

34 84

35 126

36 60

37 182

38 91

39 121

40 82

41 200

42 57

43 214

44 103

45 119

46 112

47 235

48 82

49 206

50 103



3 L(pe − 1)の表

p = 11

e L(pe − 1) L(pe)

3 8 −1 9

5 15 = 15

7 20 −1 21

9 25 −2 27

11 34 +2 33

13 36 −3 39

15 43 −2 45

17 51 = 51

19 53 −4 57

21 58 −5 63

23 69 = 69

25 74 −1 75

27 77 −4 81

29 85 −2 87

31 94 +1 93

33 98 −1 99

35 100 −5 105

37 105 −6 111

39 109 −8 117

41 127 +4 123

p = 13

e L(pe − 1) L(pe)

3 9 = 9

5 16 +1 15

7 21 = 21

9 27 = 27

11 35 −8 33

13 40 +1 39

15 46 +1 45

17 55 +4 51

19 60 +3 57

21 63 = 63

23 74 +5 69

25 81 +6 75

27 82 +1 81

29 90 +3 87

31 98 +5 93

33 105 +6 99

35 106 +1 105

37 114 +3 111

39 118 +1 117

41 125 +2 123

p = 17

e L(pe − 1) L(pe)

3 11 −1 12

5 18 −2 20

7 24 −4 28

9 31 −5 36

11 39 −5 44

13 47 −5 52

15 53 −7 60

17 60 −8 68

19 65 −11 76

21 71 −13 84

23 80 −4 92

25 88 −12 100

27 90 −18 108

29 100 −15 116

31 104 −20 124

33 115 −17 132

35 119 −21 140

37 128 −20 148

39 135 −21 156

41 147 −17 164

p = 19
e L(pe − 1) L(pe)

3 9 = 9

5 17 +2 15

7 25 +4 21

9 29 +2 27

11 38 +5 33

13 45 +6 39

15 51 +6 45

17 62 +11 51

19 62 +5 57

21 74 +11 63

23 82 +13 69

25 90 +15 75

27 90 +9 81

29 105 +18 87

31 104 +11 93

33 115 +16 99

35 126 +21 105

37 130 +19 111

39 135 +18 117

41 149 +26 123

p = 23
e L(pe − 1) L(pe)

3 11 −1 12

5 20 = 20

7 27 −1 28

9 34 −2 36

11 42 −2 44

13 50 −2 52

15 59 −1 60

17 68 = 68

19 73 −3 76

21 78 −6 84

23 90 −2 92

25 97 −3 100

27 100 −8 108

29 109 −7 116

31 119 −5 124

33 124 −8 132

35 135 −5 140

37 144 −4 148

39 146 −10 156

41 158 −6 164

p = 29
e L(pe − 1) L(pe)

3 12 = 12

5 20 = 20

7 27 −1 28

9 35 −1 36

11 46 +2 44

13 52 = 52

15 59 −1 60

17 71 +3 68

19 80 +4 76

21 84 = 84

23 97 +5 92

25 99 −1 100

27 104 −4 108

29 119 +3 116

31 125 +1 124

33 138 +6 132

35 142 +2 140

37 151 ∗3 148

39 159 +3 156

41 173 +9 164



p = 31
e L(pe − 1) L(pe)

3 12 = 12

5 21 +1 20

7 28 = 28

9 36 = 36

11 46 +2 44

13 54 +2 52

15 62 +2 60

17 75 +7 68

19 77 +1 76

21 85 +1 84

23 97 +5 92

25 105 +5 100

27 110 +2 108

29 119 +3 116

31 128 +4 124

33 139 +7 132

35 141 +1 140

37 149 +1 148

39 162 +6 156

41 173 +9 164

p = 37
e L(pe − 1) L(pe)

3 12 = 12

5 22 +2 20

7 31 +3 28

9 37 +1 36

11 46 +2 44

13 54 +2 52

15 66 +6 60

17 68 = 68

19 73 +3 76

21 78 −6 84

23 90 −2 92

25 97 −3 100

27 100 −9 108

29 109 −7 116

31 119 −5 124

33 124 −9 132

35 135 −5 140

37 144 −4 148

39 146 −11 156

41 158 −6 164

p = 41
e L(pe − 1) L(pe)

3 14 < 15

5 24 < 25

7 29 < 35

9 38 < 45

11 50 < 55

13 62 < 65

15 70 < 75

17 78 < 85

19 82 < 95

21 92 < 105

23 103 < 115

25 114 < 125

27 119 < 135

29 132 < 145

31 138 < 155

33 151 < 165

35 155 < 175

37 163 < 185

39 181 < 195

41 186 < 205

p = 43
e L(pe − 1) L(pe)

3 12 = 12

5 22 +2 20

7 30 +2 28

9 36 = 36

11 49 +5 44

13 56 +4 52

15 64 +4 60

17 75 +7 68

19 82 +6 76

21 90 +6 84

23 105 +13 92

25 112 +12 100

27 115 +13 108

29 134 +8 116

31 144 +20 124

33 146 +14 132

35 160 +20 140

37 165 +17 148

39 176 +20 156

41 188 +24 164

p = 47
e L(pe − 1) L(pe)

3 14 −1 15

5 24 −1 25

7 32 −3 35

9 40 −5 45

11 51 −4 55

13 62 −3 65

15 70 −5 75

17 80 −5 85

19 90 −5 95

21 96 −9 105

23 109 −6 115

25 115 −10 125

27 121 −4 135

29 142 −4 146

31 145 −10 155

33 155 −10 165

35 163 −12 175

37 172 −13 185

39 180 −15 195

41 196 −9 205

p = 53
e L(pe − 1) L(pe)

3 15 = 15

5 24 −1 25

7 32 −3 35

9 40 −5 45

11 51 −4 55

13 62 −3 65

15 70 −5 75

17 80 −5 85

19 90 −5 95

21 102 −3 105

23 109 −6 115

25 120 −5 125

27 122 −3 135

29 144 −1 145

31 147 −8 155

33 159 −6 165

35 169 −6 175

37 178 −7 185

39 190 −5 195

41 203 −3 205



p = 43
e L(pe − 1) L(pe)

3 15 = 15

5 25 = 25

7 33 −3 35

9 43 −2 45

11 54 −1 55

13 62 −3 65

15 73 −2 75

17 85 = 85

19 92 −3 95

21 101 −4 105

23 116 +1 115

25 127 +2 125

27 126 −9 135

29 143 −2 145

31 152 −3 155

33 163 −2 165

35 168 −7 175

37 181 −4 185

39 187 −8 195

41 207 +2 205

p = 47
e L(pe − 1) L(pe)

3 15 = 15

5 25 = 25

7 34 +1 35

9 43 +2 45

11 56 −1 55

13 64 −1 65

15 75 = 75

17 88 +3 85

19 92 −3 95

21 102 −3 105

23 118 +3 115

25 126 +1 125

27 129 −6 < 135

29 145 = 145

31 154 −1 155

33 163 −2 165

35 173 −2 175

37 181 −4 185

39 195 = 195

41 204 −1 205

p = 53
e L(pe − 1) L(pe)

3 14 −1 15

5 26 +1 25

7 35 = 35

9 44 −1 45

11 57 +2 55

13 65 = 65

15 76 +1 75

17 90 +5 85

19 94 −1 95

21 103 −2 105

23 116 +1 115

25 132 +7 125

27 131 −4 135

29 149 +4 145

31 158 +3 155

33 168 +3 165

35 182 +7 175

37 187 +2 185

39 195 = 195

41 205 = 205

p = 43
e L(pe − 1) L(pe)

3 15 = 15

5 25 = 25

7 33 −2 35

9 47 +2 45

11 57 +2 55

13 69 +4 65

15 77 +2 75

17 92 +7 85

19 97 +2 95

21 105 = 105

23 121 +6 115

25 129 +4 125

27 136 +1 135

29 148 +3 145

31 158 +4 155

33 169 +4 165

35 178 +3 175

37 191 +6 185

39 204 +9 195

41 211 +6 215

p = 47
e L(pe − 1) L(pe)

3 15 = 15

5 26 +1 25

7 35 = 35

9 45 = 45

11 58 +3 55

13 68 +4 65

15 77 +2 75

17 93 +8 85

19 97 +2 95

21 105 = 105

23 122 +7 115

25 131 +6 125

27 134 −1 135

29 151 +6 145

31 167 +12 155

33 171 +6 165

35 181 +6 175

37 188 +3 185

39 200 +5 195

41 213 +10 203

p = 53
e L(pe − 1) L(pe)

3 14 −1 15

5 27 +2 25

7 37 +2 35

9 45 = 45

11 61 +6 55

13 70 +5 65

15 78 +3 75

17 91 +3 85

19 102 +7 95

21 106 +1 105

23 122 +7 115

25 135 +10 125

27 138 +3 135

29 155 +10 145

31 166 +11 155

33 176 +11 165

35 188 +13 175

37 190 +5 185

39 209 +14 195

41 220 +15 205



p = 43
e L(pe − 1) L(pe)

3 16 −2 18

5 28 −2 30

7 37 −5 42

9 47 −7 54

11 61 −5 66

13 71 −7 78

15 79 −11 90

17 94 −8 102

19 103 −11 114

21 111 −15 126

23 127 −11 138

25 133 −17 150

27 140 −22 162

29 160 −14 174

31 170 −16 186

33 176 −22 198

35 182 −28 210

37 195 −27 222

39 209 −25 234

41 223 −24 246

p = 47
e L(pe − 1) L(pe)

3 17 −1 18

5 28 −2 30

7 38 −4 42

9 49 −5 54

11 61 −5 66

13 70 −8 78

15 86 −4 90

17 96 −6 102

19 104 −10 114

21 113 −13 126

23 126 −12 138

25 138 −12 150

27 147 −15 162

29 156 −18 174

31 167 −19 186

33 176 −22 198

35 189 −21 210

37 200 −22 222

39 214 −20 234

41 226 −20 246

p = 53
e L(pe − 1) L(pe)

3 17 −1 18

5 28 −2 30

7 38 −4 42

9 49 −5 54

11 62 −4 66

13 73 −5 78

15 82 −8 90

17 98 −4 102

19 105 −9 114

21 113 −13 126

23 129 −9 138

25 140 −10 150

27 146 −16 162

29 165 −9 174

31 173 −13 186

33 176 −22 198

35 194 −16 210

37 204 −18 222

39 221 −13 234

41 230 −16 246

p = 43
e L(pe − 1) L(pe)

3 18 = 18

5 28 −2 30

7 40 −2 42

9 49 −5 54

11 62 −4 66

13 72 −6 78

15 83 −7 90

17 96 −6 102

19 106 −8 114

21 118 −8 126

23 134 −4 138

25 140 −10 150

27 146 −16 162

29 160 −14 174

31 173 −13 186

33 187 −11 198

35 196 −14 210

37 202 −20 222

39 215 −19 234

41 240 −6 246

p = 47
e L(pe − 1) L(pe)

3 17 −1 18

5 29 −1 30

7 38 −4 42

9 49 −5 54

11 63 −3 66

13 73 −5 78

15 85 −5 90

17 96 −6 102

19 102 −12 114

21 114 −12 126

23 129 −9 138

25 144 −6 150

27 145 −17 162

29 160 −14 174

31 177 −9 186

33 189 −9 198

35 195 −15 210

37 210 −12 222

39 216 −18 234

41 234 −12 246

p = 53
e L(pe − 1) L(pe)

3 16 −2 18

5 28 −2 30

7 39 −3 42

9 50 −4 54

11 64 −2 66

13 76 −2 78

15 82 −8 90

17 97 −5 102

19 104 −10 114

21 116 −10 126

23 134 −4 138

25 141 −9 150

27 154 −8 162

29 169 −5 174

31 179 −7 186

33 187 −11 198

35 196 −14 210

37 214 −8 222

39 223 −11 234

41 234 −12 246



参考文献

[1] Nicomachus of Gerasa. Martin Luther D’Oge (Translator) Introduction to Arithmetic. The Macmillan Com-

pany (1926), pp.207–212

[2] G. H. Hardy, E. M. Wright.Introduction to the Theory of Numbers, Clarendon Press, (1938) 316

[3] Jose Arnaldo B. Dris, Doli-Jane Uvales Tejada, Revisiting some old results on odd perfect numbers, Notes

on Number Theory and Discrete Mathematics, Vol.24, No.4 18–25 (2018)

https://nntdm.net/papers/nntdm-24/NNTDM-24-4-018-025.pdf

[4] 森本-木田，円分数の素因数分解，上智大学数学講究録，No.26，1987

https://digital-archives.sophia.ac.jp/repository/view/repository/20220405002

[5] 森本-木田-小林，円分数の素因数分解（その 2），上智大学数学講究録，No.29，1989

https://digital-archives.sophia.ac.jp/repository/view/repository/20220405003

[6] 森本-木田-小林円分数の素因数分解（その 3），上智大学数学講究録，No.35，1992

https://digital-archives.sophia.ac.jp/repository/view/repository/20220405004

[7] Factorizations of Cyclotomic Numbers,

https://www.asahi-net.or.jp/˜KC2H-MSM/cn/index.htm, Refered 2024.8.01

[8] D.Miyata- M.Yamashita, Note on derived logarithmic functions of Euler’s functions, Proceedings of Autum

meeting(App. Math.), Math. Soc. of Japan, 2004.9, (in Japanese)



平安京と日本書紀に共通する設計思想 ～古代日本を復原する～
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1 はじめに
前回第 15回研究会発表においては、日本書紀に記載さ
れる 179万 2470という数値を取り上げ、それがきっちり
と数値設計されていることを示した [1]。日本書紀では，
紀年と人物と事績とが複雑に絡まり合う中、不思議なこ
とに非常に整然とした数値的解釈ができてしまう場合に
でくわすことが多い [2][3][4][5]。このような整然さは創
話の一部に適当な数値が選ばれたというのではなく、ほ
ぼすべてが意図されたもの、設計された数値であると考
えてよいのではないだろうか。
同じことは初期平安京の復原研究においても見られる。
平安京の宮殿や条坊の設計問題について、非常に厳密に
数値の一致が実現しているのである。
さて、本稿で問題として取り上げるのは、ふたつの数
値 360と 96である。これらの数値は、日本書紀の紀年
問題にも、平安京の設計問題にも重要な数値として出現
する。

2 日本書紀の復原問題について
2.1 数値 360の出現

以下の３件の事績の年数差がいずれも 360である。稿
末に紀年復原した年表を示した（239年～407年）。

• 崇神天皇の即位（301 年）と天智天皇の称制元年
（661年）

• 仁徳天皇の即位（313年）と天武天皇の即位（673年）
• 神功皇后の崩御（269年）と舒明天皇の即位（629年）

2.2 数値 96の出現

以下の３件の事績の年数差がいずれも 96、あるいは 960

である。

• 卑弥呼の即位（239年）と日本武尊天皇の即位（335

年）

• 神武天皇の即位（252年）と成務天皇の即位（348年）
• 崇神天皇の即位（301年）と菟道稚郎子天皇の即位
（397年）

• 神武天皇の即位（紀元前 660年）と崇神天皇の即位
（301年）

3 平安京の復原問題について
図１に唐長安城と初期平安京の宮殿および条坊の寸法
を示した。唐の寸法 96歩が日本の寸法 40丈であり、し
たがって、初期平安京は唐長安城の寸法を厳密に模倣し
ていることがわかる [6][7][8]。図２と図３はより詳細な寸
法の比較であり、同じ凸型宮殿形が抽出できることから
も、厳密な模倣であることは疑いようがない。

図１．唐長安城と初期平安京の寸法の比較．



図２．平安京と平安宮の凸型宮殿形．

図３．唐長安城における凸型宮殿形．

4 おわりに
本研究会発表では、発表時間の関係上、古代日本の大
型将棋に関連して出現する数値 96については取り上げな
かったが、平安京や日本書紀と同様に、大型将棋にもやは

り 96が頻出する。たとえば、駒について言えば、摩訶大
将棋と大大将棋の駒数はともに片側 96枚である。また、
摩訶大将棋と大大将棋の駒をほぼ引き継いで作成された
と思われる延年大将棋の駒の種類は 96種類である（図
４）。なお、これらの将棋の主目的は遊戯ではなく、呪術
のツールとしての将棋であることに注意されたい。

図４．大型将棋の発展過程．

平安時代の大型将棋、唐長安城および初期平安京、日
本書紀の紀年は、いずれも共通する基本思想のもとで設
計されているものと考えざるを得ない。
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